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第３６回平成２３年３月与謝野町議会定例会会議録（第４号）

招集年月日 平成２３年３月１１日

開閉会日時 午前９時３０分 開会 ～ 午後３時３８分 散会

招集の場所 与謝野町議会会議場

１．出席議員

１番 野 村 生 八 １０番 山 添 藤 真

２番 和 田 裕 之 １２番 多 田 正 成

３番 有 吉 正 １３番 赤 松 孝 一

４番 杉 上 忠 義 １４番 糸 井 滿 雄

５番 塩 見 晋 １５番 勢 旗 毅

６番 宮 﨑 有 平 １６番 今 田 博 文

７番 伊 藤 幸 男 １７番 谷 口 忠 弘

８番 浪 江 郁 雄 １８番 井 田 義 之

９番 家 城 功

２．欠席議員（１名）

１１番 小 林 庸 夫

３．職務のため議場に出席した者

議会事務局長 秋山 誠 書 記 河邊 惠

４．地方自治法第１２１条の規定により、説明のため出席した者

町 長 太田 貴美 代表監査委員 足立 正人

副 町 長 堀口 卓也 教 育 長 垣中 均

参事兼企画財政課長 吉田 伸吾 教育委員長 白杉 直久

総 務 課 長 奥野 稔 商工観光課長 太田 明

岩滝地域振興課長 藤原 清隆 農 林 課 長 浪江 学

野田川地域振興課長 宇野 準一 教育推進課長 土田 清司

加悦地域振興課長 和田 茂 教 育 次 長 鈴木 雅之

税 務 課 長 日高 勝典 下 水 道 課 長 西村 良久

住民環境課長 永島 洋視 水 道 課 長 吉田 達雄

会 計 室 長 金谷 肇 保 健 課 長 泉谷 貞行

建 設 課 長 西原 正樹 福 祉 課 長 佐賀 義之
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５．議事日程

日程第 １ 一般質問

追加日程第１ 議案第４０号 与謝野町職員の育児休業等に関する条例の一部改正について

（提案理由説明）

追加日程第２ 議案第４１号 与謝野町地域情報通信基盤整備センター設備工事請負契約の変更

について

（提案理由説明）

追加日程第３ 議案第４２号 与謝野町地域情報通信基盤整備線路設備工事請負契約の変更につ

いて

（提案理由説明）

追加日程第４ 議案第４３号 与謝野町地域情報通信基盤整備工事（その２）請負契約の変更に

ついて

（提案理由説明）
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６．議事の経過

（開会 午前 ９時３０分）

議長（井田義之） 皆さん、おはようございます。

けさはまた随分と寒い朝になりましたけれども、また、きょう一日、よろしくお願いをいたし

ます。

きょうのこれからの日程について、少しだけお知らせをしておきたいと思います。

本会議、一般質問、きょう続けてやるわけですけれども、その後、追加議案の提案ができたら

なというふうに思っております。

それから、昼休みには、午後１時から議会運営委員会を開催される予定になっておりますし、

それから、本会議終了後、広報委員会も開催をしていただく予定になっておりますので、お知ら

せをしておきます。

なお、本日も小林庸夫議員から欠席の届けが参っておりますので、ご報告をしておきます。

ただいまの出席議員は１７人であります。

定足数に達しておりますので、これより本日の会議を開きます。

本日の会議は、お手元に配付しております議事日程に従い進めたいと思います。

日程第１ 一般質問を行います。

最初に、６番、宮﨑有平議員の一般質問を許します。

６番、宮﨑議員。

６ 番（宮﨑有平） 皆様、おはようございます。

けさは、春の訪れがまだまだ先なのかなと思えるような寒さですが、一般質問の最終日のトッ

プバッターとして元気よく頑張りたいと思いますので、よろしくお願いを申し上げます。

それでは、通告に従い一般質問をさせていただきます。

最初に、住宅用火災報知機の設置についてお尋ねをします。

平成２２年の火災のことでございますが、当町では、建物火災が１０件、車両火災が１件、そ

のほか、枯れ草・立ち木の火災が２件発生しております。幸い、死者の発生はなかったようであ

りまして、負傷者も軽いものであったようであります。不幸中の幸いであったと思います。

その中で、火災報知機が設置してあったから、大火事にならずぼやで済んだ火災がございまし

た。また、その反対で全焼した火災がありまして、家に家族の方がおられたのに火事に気がつか

ず、近所の人が発見したことにより通報が遅くなってしまい、全焼した火災であります。

この件は、火災報知機をつけていれば、すぐに気がついてぼやでおさまっていた火事ではなか

ったかと悔やまれる火災であったように思います。

それに、全国の統計では、住宅火災による死者の半数が６５歳以上という数字が出ておるよう

でありまして、町民の高齢化を考えますと、命にかかわることでもありますので、町民の皆さん

に早急に設置をしていただけるようお願いする必要があると考えます。

与謝野町では、火災報知機の設置を何度となく告知してきたと思いますが、ことしの５月

３１日までに火災報知機の設置義務が消防法で定められております。いよいよ設置義務まであと

３カ月足らずになっておりますが、与謝野町では何％の住宅に設置ができているのか、把握され

ているなら、設置状況をお尋ねいたします。
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また、一般住宅への火災報知機設置を１００％にするために、町民への周知についてどのよう

なお考えでおられるのか、町長にお伺いをいたします。

次に、２点目の、与謝野町の消防体制について質問をさせていただきます。

日ごろから、消防団の皆様には、お仕事がありながら、与謝野町民の生命と財産を守るという

大変な任務を担っていただいておりますことに、この場をお借りいたしまして、一町民として深

く感謝を申し上げ、心から敬意を表するところでございます。

私も、団員として、岩滝地域の消防団に所属をしていた経験がありまして、自営業を営みなが

ら消防活動に精いっぱいの奉仕をしてきましたので、団員の皆様のご苦労も私にはよく理解がで

きるところであります。

私が入団していたころ、大体２０年から４０年前の話になりますが、ほとんどの団員が自営業

を営む人たちでありました。それでも、消防団は非常勤でありますので、団員が全員町外に出て

いることもあり得ることでありまして、常にベストの人数が約束されているわけではない状態で

ございます。

分団長になりますと、責任感から常に不安な気持ちを感じていたことを思い出しております。

また、消防団は、火災の時だけでなく、自然災害、人探し等の人海戦術に今までに大変な活躍

をしてきた組織であります。消防団なくしては町民の安全・安心は語られないと思っております。

しかしながら、最近は、地域防災を取り巻く環境や社会情勢が著しく変化をしておりますし、

消防団活動が、団員確保も含め大変難しくなってきている現状があると思います。現在も、団員

の欠員が消防団全体で３４名あると聞いております。また、町外へのお勤めの方が半数以上であ

ることも現在の消防団の現実であります。

昨年の６月定例会の一般質問で、宇治田原町の例を挙げ、宇治田原町では、地域消防力や防災

力を高めるために、消防団のＯＢ１２名で消防団支援隊を組織されておられるので、与謝野町で

も、消防団の皆さんの負担が少しでも和らぐことになるのではないかと、また、十分な活動がで

きるようになるのではと思い、支援隊を考えられてはと提言させていただきました。また、伊根

町の職員による消防体制を参考にされてはどうですかとも申し上げました。

その後、消防団や消防委員会等で検討がなされたようでありまして、支援隊の結成に踏み込ま

れたようでありますが、その支援隊はどのような体制になっているのか、その詳細を聞かせてい

ただきたいと思います。

それでは、次の質問をさせていただきます。

ことし１月７日未明に、午前３時ごろだったと思いますが、岩滝地域において、近年にない

２軒全焼という大火事が発生しております。この火災のときに本庁のサイレンが鳴っていないと

言われていますが、事実でありますでしょうか。

消防団にとって、サイレンが鳴らなければ出動もできません。夜中のことですから、熟睡して

いる時間帯ですので、小さな音では目が覚めません。あのときのサイレンの音は私も聞きました

が、大変遠くで鳴っているようなサイレンでした。私が聞いた感じでは、雪が降っているのでこ

んなに小さな音になるのかなと思っておりましたが、本庁の近所の方はサイレンが鳴っていない

とおっしゃっておられます。今までに、お昼のサイレンも鳴らないことが何度かあったと言われ

ておりますが、それも事実でしょうか。



－167－

サイレンが鳴らなかったのはどういった原因だったのか、また、今はそれが改善されているの

か、町長にお尋ねをいたしまして、一回目の質問を終わります。

議 長（井田義之） 答弁を求めます。

太田町長。

町 長（太田貴美） おはようございます。

宮﨑議員の１番目のご質問、火災報知機の設置についてにお答えいたします。

議員ご指摘のとおり、平成２３年５月３１日には、宮津与謝消防組合が定めます火災予防条例

の住宅用火災警報機設置の猶予期限が切れ、いよいよ６月からは設置が義務化されます。

ご質問の、住宅用火災報知機の設置率については、消防組合が行った昨年１２月末現在のサン

プル調査では、宮津与謝管内全体が５６．９％、これに対して、当町の設置率は４９．２％との

報告を受けております。

この火災報知機は、火災による被害から人命を守ることを目的としてしたものであり、火災報

知機の設置により被害が軽減されたなどの奏功例も多く報告されております。町では、町報など

で繰り返し周知を図るほか、消防団による防火広報活動の中でも設置を呼びかけてきたところで

す。

宮津与謝消防組合においても、組合の広報紙などを通じまして広報を実施してまいりました。

また、町内の一部では、共同購入の取り組みを進められている地域もあり、少しでも安く購入し

て、全戸に設置が図られるよう取り組まれております。

消防組合では、この猶予期限を目前に控えて、各戸を個別に訪問して、設置状況の調査を行う

とともに、設置済の世帯には設置済シールを配布し、未設置の世帯に対しては設置の依頼を行う

予定であるというふうにお聞きしております。

現在の規定では、猶予期日を過ぎましても罰則の規定はありませんが、町としましても、消防

組合をはじめ関係機関と連携しながら、１００％の設置を目指して、広報紙等により普及啓発を

行い、設置の推進を図っていきたいというふうに考えております。

２番目のご質問の、消防体制についてお答えいたします。

昨年６月の定例会の宮崎議員からのご質問に対し、消防団の現状や、消防団、そして、消防委

員会での検討状況をお答えさせていただきましたが、その後の経過や検討結果についてご報告い

たします。

議員ご指摘のとおり、消防団の現状は、年々、団員のサラリーマン化の進行によりまして、平

日の日中の火災への出動が危惧されている状況であり、この状況は、消防団のみならず、町民の

方々にとっても大きな問題となっており、この対応について、昨年から引き続き、消防団と消防

委員会におきましてご協議をいただいてまいりました。

その結果、方向性としては、基本的には、消防団ＯＢには頼らず、消防団で担うべきところで

はあるが、厳しい現実がある中で、どうしても消防団だけでは対応できない地域や分団について

は、消防団員ＯＢの力を借りることにより消防団支援隊を創設する必要がある。全地域横並びに

この組織を導入するという考え方ではなく、必要なところから、各分団の意見を聞きながら設置

していくという方針のもと、具体的な取りまとめ作業を行っていただきました。

消防団支援隊の概要は、平日の日中の火災時に消防団の出動が見込めないなど、支援体制が必
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要とされる分団に設置するものでございまして、分団の指揮のもとで、消防団が行う消化活動の

支援を行うものでございます。

隊員の要件としましては、消防団のＯＢであり、自宅でお仕事をされているなど、平日の日中

に出動が可能な６５歳未満の方としており、消防団と区の推薦により、町が委嘱することとして

おります。身分は、消防団員の位置づけではなく、無償のボランティアとしてお願いするもので

ございます。

初年度となります平成２３年度は、消防団の意向として、まずは、岩滝地域の二つの分団に設

置し、その後は、各分団の意向に基づき、各区の協力も得ていただきながら、徐々に設置をして

いきたいというふうに考えています。

制度の発足に向けましては、消防団支援隊を設置する予定の岩滝地域区長会にもご理解、ご支

援を求めまして、ご了解をいただきましたので、町としましては、消防団支援隊設置要綱を制定

し、平成２３年４月からスタートしたいというふうに考えております。

この消防団支援隊の設置により、消火活動の充実を図り、私たちの町や地域はみんなの力で守

っていくという、そういった体制づくりを一層進めてまいりたいというふうに考えておりますの

で、議員の一層のご理解、ご支援をいただきますようお願いいたします。

３番目のご質問の、本庁のサイレンについてお答えいたします。

ことしの１月７日未明に発生しました岩滝地域での火災におきまして、岩滝本庁舎に設置され

ておりますサイレンが鳴らなかったということでございますが、近隣の町民の方からも、サイレ

ン吹鳴がなかったとのご指摘をいただいております。また、昨年の５月ごろから、まれにお昼の

１２時のサイレンも吹鳴しないことがありました。

現在の消防サイレンは、岩滝地域においては宮津与謝消防署の指令台で作動させることとして

おり、消防無線を経由してサイレン吹鳴装置に設置しておりますアンテナにて電波を受信し、モ

ーターサイレンを吹鳴させる、そうした仕組みになっております。また、昼の１２時に、宮津与

謝消防署の指令台から消防無線を経由して吹流しのサイレン吹鳴をしており、これによりサイレ

ンの吹鳴装置が正常に作動するかどうかの確認を兼ねているところでございます。

先ほども申し上げましたように、昨年の５月以降、まれにお昼のサイレンが吹鳴しないことが

ありましたので、設備の点検を実施しました結果、機器の異常は認められないが、以前に比べ、

電波の受信状況が不安定になっており、季節や気候条件により電波の受信状況が左右されるとい

う不安定な状況にあるとの報告を受けております。

その改善策として、受信アンテナを感度の高いものに変更し、また、アンテナの方向や位置を

調整するなどの対策を実施し、電波の受信感度を高める処置を実施しております。

その後、１１月に、町内のすべてのサイレン吹鳴装置設備の保守点検を実施しました結果、す

べての機器の異常は認められないとの報告を受けております。

今回、１月７日未明の火災発生時にサイレンが鳴らなかったということで、再度、機器の詳細

な調査を実施しました結果、モーターサイレン機器の凍結防止ヒーター装置にふぐあいが見られ、

その改善を行ったところでございます。

さらに、現アンテナの高さ調整も実施し、電波の受信感度を一層高めるための措置を行いまし

て、現在は、サイレン吹鳴のふぐあいは見られない状況となっております。
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サイレン吹鳴設備は、町民の皆様の安全と安心を守る非常に重要な設備であり、町民の皆様に

不安を与えましたことを改めておわびしますとともに、当然のことではありますが、設備の機能

保持のため、日ごろから万全の措置を講じていきたいと考えておりますので、ご理解いただけま

すようお願いいたします。

以上で、宮﨑議員ご質問の答弁とさせていただきます。

議 長（井田義之） 宮﨑議員。

６ 番（宮﨑有平） ご答弁いただきましてありがとうございました。

最初の、火災報知機の件でございますが、今おっしゃっていただきました設置状況は、与謝野

町は４９．２％というふうに申されておられました。

私が調べたところによりますと、宮津市が６０．７％、伊根町が８５．９％の実施状況がある

というふうに聞いております。与謝野町は４９．２％。それから、全国平均でも６３．６％はで

きておるというふうに言われております。これを見ますと、与謝野町は非常に悪い成績でありま

すが、この４９．２％ということについて、町長はどのようにお感じになられますか、お願いし

ます。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 全国平均、また、この近隣から比べますと低い数値だというふうに思っておりま

すし、今後のそれらの設置につきまして、先ほど述べましたことに加えまして、今まで以上のそ

うした啓発を行う必要があるというふうに感じております。

議 長（井田義之） 宮﨑議員。

６ 番（宮﨑有平） 町長がおっしゃったとおり、与謝野町は非常に低い状況であるというふうに私も

思います。

先ほども申しましたけれども、昨年の火災の中で、火災報知機が設置してあれば全焼せずに済

んだという火災がございました。それは、家にいながら家の方が発見できなかったという火災で

ございます。そういった悔やまれるような火災がありましたので、ぜひともこれを町民の皆さん

１００％に設置ができるよう、町としてもご努力をお願いしたいと思っております。

それから、次の質問の中で、消防体制についてでございますが、私、去年の６月に質問させて

いただいたときには、あの分団、第２分団ですけれども、町外へ勤務されている方が二人しかお

られないということがありまして、日中の消防車が出ないのではないかと。現実、おととしはあ

ったということでございますが、今の状態も第２分団はそんなに変わっていないと思っておりま

す。資料を見させていただきますと現状は変わっておりません。

ところが、第２分団は、支援隊については、それを導入されようとはしていないように聞いて

おりますが、その点はどのようにお考えでありましょうか、お願いします。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 消防団では、もうすべての分団に対しまして、その支援隊組織が必要かどうかの

ヒアリングが実施されました。その結果、岩滝第１、第４分団以外の分団からは、現在では消防

団で対応可能、あるいは現在では何とか対応できるが、将来には必要になるとの回答であったと

いうふうに聞いております。

岩滝第２分団においても、現体制の中で支援隊の力を借りず、対応していきたいとの意向であ
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り、昨年６月に発生した日中の火災に、これは下山田地区でございますけれども、そうした火災

時においても、６名の人員により出動できたことがその考え方の根拠だというふうに聞いており

ます。

この支援隊制度につきましては、先ほど述べられましたが、今後、消防団の各分団での状況が

変化する中で、各分団から申し入れがあれば、いつでも支援体制を組織していくということで進

めていきたいというふうに考えております。

議 長（井田義之） 宮﨑議員。

６ 番（宮﨑有平） まだまだこれから、この件につきましては、消防団を含めて検討していただきた

いと思っております。

それでは、３点目でございますが、本庁のサイレンが鳴らなかったということは町の方でも認

知されておられるということを聞かせていただきました。

ほかの、岩滝地域の、本庁以外のサイレンはどうだったんでしょうか、ちょっとお伺いいたし

ます。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 他の地域については大丈夫であったというふうに聞いております。

議 長（井田義之） 宮﨑議員。

６ 番（宮﨑有平） サイレンが鳴らなかったということにつきましては、去年からそういうお昼のサ

イレンが鳴っていないというようなことがたびたびあったと近所の人もおっしゃっておられます。

それが、今回、ことしの１月７日の火災に、いろいろな悪条件がそろってしまったということも

あるとは思いますが、２軒全焼という大火事になりました。それは、一つはサイレンも要因の一

つではないかとは思います。

この点については、町長、どのようにお考えでしょうか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） おっしゃるように、気候、あるいはそうした電波状況によりまして、電波状況が

悪くてそうして鳴らなかったという、不安定なそういう状況であったのも一つの原因でしょうし、

１月７日のサイレンが鳴らなかったということで、機器類については、再度、点検・調査をした

結果、モーターサイレン機器の凍結防止のヒーター装置に不都合があったということでございま

して、それらについては改善を行ったということでございます。

それだけが原因なのか、先ほど申し上げましたように、非常に電波の届きが悪いというような

ことも考えられますので、アンテナ等の高さを調整したりとか、そうしたあらゆる不都合が起き

るであろうと思われるところは点検・調査をさせていただいたということで、今のところ、これ

で大丈夫であろうという結果を得ているということでございます。

議 長（井田義之） 宮﨑議員。

６ 番（宮﨑有平） もう改善されておるというふうに今お聞きしましたけれども、それはいつごろ改

善なされたのか。といいますのは、ことしに入って、２月に入ってからもお昼のサイレンが鳴ら

ないことがあったというふうに聞いております、一回だけ。だから、２月に入ってまでもまだ改

善されてなかったのか。いつ、もう間違いないですよということがわかったのか教えてください。

議 長（井田義之） 太田町長。
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町 長（太田貴美） 詳細につきまして、総務課長の方から答弁させていただきます。

議 長（井田義之） 奥野総務課長。

総務課長（奥野 稔） それでは、私の方からご説明を申し上げたいと思います。

先ほどから、宮﨑議員さんが、サイレンの吹鳴につきまして、鳴っていないのではというご質

問でございます。

先ほど、町長が、昨年５月ごろからということを申し上げておりました。常日ごろから、サイ

レン吹鳴につきましては、毎月、維持管理をいたしております。そうした中で、そのサイレンの

吹鳴がなかったと思われるときは、至急来ていただきまして、その都度、原因究明をしておりま

す。

そうした中で、先ほどの質問で、２月に一回鳴らなかったことがあるのではないかということ

がございます。先ほど、町長が申し上げましたそうしたこともございまして、アンテナの調整等

もしております。高さ調整、そういったことも行いまして、この２月の後は、サイレンが鳴らな

いというようなことは起こってないということで私は承知をいたしております。

したがいまして、アンテナの高さを調整したことが今は功を奏して、それ以来鳴っているとい

うことでご理解をいただきたいと思います。

議 長（井田義之） 宮﨑議員。

６ 番（宮﨑有平） 今現在は万全の体制であるというふうなお話がございました。

非常勤の消防団にとりましては、サイレンが本当に唯一の出動する方法でございますので、ぜ

ひともこれは今後も保守点検を万全にしていただきたいというふうにお願いいたしまして、私の

質問を終わります。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） おっしゃるとおり、サイレンの吹鳴といいますのは、町民の皆さんのそうした安

心・安全のための大変重要な機器であるというふうに思っております。

今後につきましても、万全の体制で臨むよう努力させていただきたいと存じます。

議 長（井田義之） これで、宮﨑有平議員の一般質問を終わります。

次に、１０番、山添藤真議員の一般質問を許します。

１０番、山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） 皆様、おはようございます。

与謝野町のすべての子どもたちにとって、この３月という季節は大きな期待と、そして、ちょ

っぴりの不安を抱えながら過ごす、そんな時期だと思っています。そんなすべての子どもたちが

新しい環境に入りましても、元気に、そして、明るく毎日を過ごしていけることを心より願って

おります。

それでは、事前通告に従いまして、私の一般質問を始めたいと思います。

本定例会に提出いたしました私の一般質問は、一人ひとりを包摂する社会の実現に向けてと、

９月定例会での一般質問、地域活性化を問うの振り返りの２項でございます。

まずは、一人ひとりを包摂する社会の実現に向けてでございますが、具体的な質問に入ります

前に、この質問を行う背景を簡単にご説明させていただきたいと思います。

去る１月１８日、首相官邸で、一人ひとりを包摂する社会特命チームが発足し、その初会合が
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行われました。

この特命チームは、新たな社会的リスクの強化を含めた社会的包摂を推進するための戦略策定

を目的として設置されたもので、第１回となる会合では、一人ひとりを包摂する社会の構築に向

けた課題についての議論があったと聞いております。

さて、この聞きなれない社会的包摂とは一体何でしょうか。大ざっぱにご説明させていただき

ますと、家族や地域社会、企業における従業員の家族意識といった、お互いが支え合う機能が失

われた結果、社会から孤立してしまった人々を、もう一度社会の中に包摂しようという政策理念

でございます。つまり、大きなふろしきで、できるだけ多くの人々を包み込んでいくことのでき

るような社会の実現を目指す政策理念でございます。

この歴史的な背景といたしましては、１９７０年代のヨーロッパでこの政策理念は生まれまし

た。当時のヨーロッパ諸国では、若い失業者、低所得者、外国人、ホームレス、薬物中毒者を社

会から排除しようという動きが顕著となった結果、社会的負担が増大をしていました。それに対

して、こうした事態が続けば、国家の崩壊にまで行き着くという危機感からこの包摂理念が生ま

れたと聞いています。

確かに、数十年前にヨーロッパ諸国で顕在化していた諸問題は、現在の日本が抱える諸問題と

合致する部分があるのではないかと思っています。

例えば、１２年連続自殺者数が３万人を超えている状況や、現在の社会状況を無縁社会という

言葉で形容されていること。あるいは２００７年にユニセフが行った、子どもの孤立の国際比較

では、自分は孤独と感じる、自分は不器用で居場所がないと感じるのそれぞれの質問に対し、は

いと答えた１５歳の学生の割合は、対象国２３カ国の中で一番高かったこと。２００５年度にＯ

ＥＣＤが行った、家族以外の人と交流のない人の割合の調査で、日本では、友人、同僚、その他

の人との交流が全くない、あるいはほとんどないと回答した人の割合が１５％を超えており、加

盟国２０カ国中最も高い割合となっていたことがその合致する部分ではないでしょうか。

以上の社会状況が与謝野町の状況とぴったりと当てはまるとは到底思いませんが、しかし、孤

立化というリスクを抱えながら生活をしている人は、少なからずいることが確かであり、また、

潜在的に孤立化のリスクを抱えながら生活している人々はさらに多数いることと思います。

本頃では、そんな孤立化のリスクを軽減し、一人ひとりを包摂する社会の実現に向けて講ずる

べき政策についての議論をいたしたいと思います。

その議論を行うに当たり、指針となるような八つの統計と町長のご見解を事前通告にて求めて

います。すなわち、当町における世帯構成の推移と見通し、ひとり暮らしの高齢者の動向、婚

姻・離婚の状況、性別・年齢別に見た非正規労働者の推移、フリーター、ニート状態の若者、被

保護世帯数及び世帯保護率の推移、気分障害患者数の推移、自殺者数の推移の８項目でありまし

て、最後に町長のご見解を求めております。

もちろん、統計のとりにくい事項であるかとは思いますが、ご答弁のほど、よろしくお願いい

たしたいと思います。

次に、私が昨年９月の定例会で行った一般質問、地域活性化を問うの振り返りを行いたいと思

います。

内容を振り返りますと、ふるさとを離れたものの、今も変わらず感情を持ち続けている人たち
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への地域の情報を的確に届けることによって、これまでとは違った地域活性化の領野が開けてく

るのではないかという主張でございました。

それに対し、町長は、丹後人会に出席をして、いろいろな方々からの情報収集に努めている。

ホームページを活用し、町外へもさまざまな情報発信をしていきたいとのご答弁でございました

が、その後の係る取り組みのご報告をいただきたいと思います。

以上、第１回目の質問といたします。

ご答弁のほどよろしくお願いいたします。

議 長（井田義之） 答弁を求めます。

太田町長。

町 長（太田貴美） 山添議員、ご質問の１番目、一人ひとりを包摂する社会の実現に向けてについて

お答えいたします。

最初に、ご質問の、与謝野町の状況について報告をさせていただきます。

第１に、当町における世帯構成の推移と見通しについてでございますが、本町の人口は、合併

時と平成２２年３月末と比べました場合、１，１８９人減少しております。にもかかわらず、世

帯数は８，８７５世帯から９，０５６世帯と１８１世帯ふえております。

これは本町に限ったことではなく、全国で進む核家族化のあらわれであるというふうに考えて

おり、この傾向は今後も続くと思われます。

第２に、当町におけるひとり暮らし高齢者の動向ですが、町民生児童委員協議会が把握してい

るひとり暮らし高齢者世帯数は、平成１９年度、６８１世帯、平成２０年度、６９６世帯、平成

２１年度、６９５世帯、平成２２年度、７４９世帯というふうに、年々増加しております。全世

帯に占めますその割合は、平成２２年度で８．２％という状況でございます。

第３に、当町における婚姻・離婚の状況でございますが、平成１７年度から平成２１年度まで

の数を比較いたしましたが、その年度により大きな差があることから、５年間の平均値で報告さ

せていただきます。

婚姻、８７．４件に対し、離婚３７．８件と、婚姻に対する離婚の比率は４２．１％という、

そうした状況でございます。

第４、第５の、本町における非正規労働者、フリーター、ニート状況の若者の数は資料がござ

いません。実態把握が非常に困難であるということでございます。ただし、平成２２年実施の国

勢調査の結果が公表されていませんので、少し古くなりますが、平成１７年の国勢調査では、当

町の完全失業者数は５４２人となっています。

第６に、当町における生活保護世帯数及び保護世帯率でございますが、平成２０年度から

２２年度の直近３年間の状況は、保護世帯数が８９．９世帯が９９．９世帯に、保護世帯員数も

１２８．８人から１４１．６人、保護世帯比率も１％が１．１％に増加しています。

第７に、うつ病等の気分障害患者数につきましては資料がございません。国においても、実態

把握が困難であるというふうに思います。また、参考になるかどうかわかりませんが、当町の精

神障害者保健福祉手帳交付者は１０５名という状況でございます。

第８に、自殺者の推移につきましては、平成１７年、５人、平成１８年、３人、平成１９年が

１４人、２０年が８人、２１年が９人と、５年間で３９人という状況でございます。
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これらの状況は、本町におきましても、核家族化が進行するとともに、高齢者のひとり暮らし

が年々増加するという、議員ご指摘の孤立化が進行しているというふうに考えます。

さらに、長引く地域経済の低迷や、生活保護世帯の増加や、自殺者の数にあらわれ、大変厳し

い町の状況を映し出しているというふうに思っております。

こうした状況を受けて、町では、以前から実施しています、弁護士による無料法律相談、心配

ごと相談に加え、多重債務緊急相談を平成２０年度から実施しております。

さらに、民生児童委員さんによる高齢者世帯の安否確認活動の実施、最近では、ひとり暮らし

高齢者等の災害時避難行動要支援者登録を、職員が手分けをして調査をし、整備する等、安心を

支え合うまちづくりを進めております。

これらの取り組みは、孤立化が進行する暮らしあるいは環境に歯どめをかけるとともに、改善

を図っていく施策であるというふうに考えております。社会福祉協議会やＮＰＯ、ボランティア

団体の活発な事業展開もあることから、町の現状は深刻な社会的な包摂が必要な状況にまで至っ

ていないというふうには認識しています。もちろん、今の施策だけで十分だとは考えておりませ

んが、ボランティアや町民の皆さんと力を合わせて、支え合うまちづくり、あるいは地域づくり

を今後も追求していく必要があるというふうに考えております。

そのために、議員におかれましても、今後、積極的なご提案とご協力をいただきますようお願

い申し上げます。

次に、ご質問の２番目、９月定例会での一般質問、地域活性化を問うの振り返りについてお答

えいたします。

議員ご質問の、地域活性化策に関しましては、９月定例会の一般質問で、さまざまな活性化策

を、地域や各種団体と一緒になって取り組んできており、今後も、さらに創意工夫しながら、地

域活性化につなげていきたい。与謝野町出身者へは、情報化の時代でもあることから、ホームペ

ージ等を活用し、町外に対しましてもさまざまな地域情報を発信していきたい。また、希望者へ

の「広報よさの」の配布も継続して実施しておりますというようなご答弁をさせていただきまし

た。

その後においての取り組みについてでございますが、実際に、京都丹後人会総会が１０月末に

開催されることについての広報への掲載依頼がございましたので、広報よさの１０月号に、首都

圏在住の親戚や知人の方にお知らせくださいと掲載させていただいております。また、実際に、

その丹後人会総会に、私は公務で出席できませんでしたが、副町長が出席させていただき、与謝

野町の近況をご報告申し上げるとともに、さまざまな分野でご活躍いただいております方々から、

貴重なご意見等をいただいたことや、広報よさのを見た家族からの連絡により、新しく会員にな

った若者も参加していただいたこと等も報告を受けております。

ホームページ等の充実につきましても、有線テレビの拡張事業に合わせリニューアルいたして

おりますし、さらに有効な活用が図れるよう、部内で情報化推進委員会を立ち上げ、協議いたし

ているところでございます。

情報収集やホームページはもちろんのこと、与謝野自慢など、あらゆる場面での情報発信に努

め、町内外を問わず、多くの方に行政参画いただきたいというふうに考えているところでござい

ます。
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以上で、山添議員のご質問の答弁とさせていただきます。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） ご答弁いただきありがとうございました。

質問事項の三つにわたり、数値化ができていないというような状況をご報告いただきました。

確かに、このような問題に対し、数値化できないといったものもあるかと思いますけれども、

例えば、家庭内暴力の有無であったり、さまざまな社会的孤立に結びつくような問題についての

把握というのは必ず必要になってくることだとは思います。そのような数値化できないかもしれ

ない事項についての、町の今後の取り組み、または、これまでの取り組みについて、確認をさせ

ていただきたいと思います。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 今、一つの例として、ＤＶのことをおっしゃいました。このことにつきましても、

なかなか啓発やそうしたことを行いましても、家庭内で起こっていることが把握できる、発見す

るといいますか、そうしたことが非常に難しいわけでございますけれども、そうしたケースがあ

りました場合は、町も保健課や、あるいはいろいろな関係機関を通じまして、それに対応すべく

措置はとっております。

しかし、そこへ至るまでのところがなかなか見つけ出しにくいというのが現状でございます。

ご本人からのそうした訴えがあれば、そうした対応ができるわけですけれども、なかなかそうし

たことが出てこない場合のそれについては、やっぱり近所の方とか、友人の方とか、そうした中

で、そういうコミュニケーションがとれていれば、そうしたことも早く発見できるわけですけれ

ども、なかなかそういう方が孤立化していく、それを防ぐという手だてというものは非常に難し

いかというふうに思っております。

それに対応する手だてというものは、先ほど申し上げましたように、いろいろな形での協議会

をつくりまして、一つ一つのケースについて対応をさせていただいております。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） ありがとうございます。

それでは、統計が出ているものについての議論を始めたいと思います。

まず、人口と世帯数の推移でございますが、合併時から２２年３月末まで、人口は

１，２００人弱の減りと、そして、世帯数は１８１世帯の増加というふうになっているとお聞き

いたしました。そして、ひとり暮らし高齢者数は、１９年度から２２年度にかけて、比率といた

しまして８．２％の上昇。そして、婚姻・離婚数でございますけれども、平均いたしまして

８７．４件の結婚、そして、３７．８件の離婚というふうになっております。

これらを総合して見てみますと、先ほど、町長は、孤立化という現状は当町においてはないと

いった認識をされたところでございますけれども、現状としてはないかもしれない。ですけれど

も、今後こういった数値は上昇してくるかもしれないと私は考えております。確かに、現状とし

ては見えないものなのかもしれないですけれども、今後そうなるかもしれないと、そういった状

況であると私は認識しております。

今後の対応について、もう少し、庁舎の中でも議論が必要かと思うわけでございますけれども、

その議論をしていくに当たり、どのような議論が有益であるのかといったところで、町長のご見
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解をお伺いしておきたいと思います。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 先ほど、孤立化が進んではいないという認識ではなくて、議員と同じように、私

自身もそうした孤立化が、いろいろなこの数値を見た中で、孤立化といいますか、そうしたもの

が続いてきていると、今後も続くであろうというふうには認識しております。そうした中で、町

全体でということですけれども、事案によりまして、やはりそれぞれの専門分野がございますし、

町の行政だけでとても対応できる問題ではございません。

そうした意味で、あらゆる分野において、町民の方一人ひとりがやはりそうした認識を持って

いただける問題であるという、そうした認識を持っていただけるようなそうした機会づくりがま

ず大事ではないかなというふうに思いますし、それに対しまして、ＮＰＯあるいは社会福祉法人、

あるいは民生委員さんたちがそれぞれの立場で対応をしていただいております。それらを推進し

ていくには、町としても一緒になっていろいろな問題点を提案したり、あるいはそうしたものを

なくすための認識をしていただけるための啓発活動をしていくなり、その分野が福祉であったり、

保健であったり、そのほかの部分でもございますけれども、そうした形で進めていくのが大事で

はないかなというふうに思っております。

先ほど出てました、結婚率あるいは離婚率ということを考えますと、結婚されても離婚される

方が多いですけれども、結婚に至らない方がやはりご近所といいますか、この与謝野町には比率

としては多いんではないかなというふうに思っております。非常に個々の考え方が自立をしてい

くとともに、本来、お互いに理解し合って、助け合っていくというそうした思い、あるいは考え

方が薄れてきているというのが非常に大きな原因ではないかなというふうに思います。

どっちがいい、悪いではありませんけれども、やはりそうした中で、お互いに支え合うそうし

た仕組みづくりを自分の問題として一人ひとりが考えていく必要があるんではないかなというふ

うに思っております。

議 長（井田義之） 山添議員。

１０番（山添藤真） 確かに、結婚にも至らない若者たちというのはふえていまして、私も結婚していな

い身でございます。

これは町長にお願いを個人的にしたいと思っているんですけれども、ぜひカップリングパーテ

ィー等の出会いの機会を町民のすべての人たちに提供してほしいなと思っております。

そして、先ほど、民生委員さん、それと、ＮＰＯ法人の方々との連携が大切だといったお話で

したけれども、現在の連携体制についてはどのような状況でありますでしょうか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 特にはございませんけれども、例えば、民協の会議が開催されますときに、やは

り我々の方からも出席させていただいていることがございます。そうした中で、いろいろと協議

の中で問題が提案されたり、そのことによって、活動の内容に、今まで個々で取り組んでおられ

ましたものを、ある程度、民協としての動き、地域での動き、活動をされるような、そうした動

きも出てきておりますし、本来の仕事プラスそうした活動も、そうしたボランティア的な方たち

にお世話になっているというのが現実でございます。

特にそのためのシステムというものはございませんが、それぞれの役割の中で問題意識を持っ
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てやっております。例えば、婦人会あたりでも、そういうＤＶなどにつきましても学習をすると

いうところから始めておりますし、町もそうした学習の機会を、講演会を持ったり、あるいは考

える機会をつくったりということで、一人ひとりのそうした啓発に努めているというのが今の現

状です。

それから、結婚相手のお話ですけれども、いつも言いますが、なかなか行政がやるというのは

難しいところがありますので、いろいろな組織にお入りになっているでしょうし、そういった組

織、若い方の組織が中心になってそういう出会いの場をつくっていただくように、私もこの場を

お借りして、そうした組織の方にお願いしたいなというふうに思いますが、本当に、先ほど述べ

られました、１９７０年代にヨーロッパで起こっていたことが、今現在、こういった日本でも起

こっているんだなということをしみじみ感じるところです。

ちょうど１９７０年代に、私も、ヨーロッパ、主人と二人でリュック担いで４カ月間回りまし

たけれども、ちょうどヒッピー族があったり、あるいはドラッグまではいかなかったと思います

けれども、そうした薬物があったり、あるいは老人の方が非常に自殺者が多かったりという、今、

日本が抱えているようなことが、もう既に数十年前に起こっていたというのを、今、議員のお話

を聞きながら思い出してたんですけれども、一人ひとりが自立していく中で、今度は一人ひとり

が他の人との距離が離れていくといった、そんな状況が今起こっているんではないかなと、それ

は家族の中でも起こっているんではないかなという、そういった気がいたします。

お答えになったかわかりませんが。

議 長（井田義之） 山添議員の一般質問の途中ですが、ここで、１０時５５分まで休憩をいたします。

（休憩 午前１０時３８分）

（再開 午前１０時５５分）

議 長（井田義之） 休憩を閉じ、山添藤真議員の一般質問を続行します。

山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） ご答弁ありがとうございました。

そのご答弁の中では、ＮＰＯ団体、そして、民生委員さんとの協議会といいますか、お話し合

いの場が制度的には設置をされていないと、そういったお話でございましたけれども、るる今ま

で申し上げてきました、こういった孤立化の問題の原因の一つには、やはり人と人と、そして、

人と社会とのつながりの断絶がその根底にはあるのではないかと思うわけでございます。

したがいまして、町の方からも、各種ＮＰＯ団体、そして、民生委員さん、さらには、お一人

お一人の町民の皆様とのつながりの場を提供すると、そういった積み重ねの一つ一つが、孤立化、

さらには無縁化を根絶していくものになるのかなと思っておりますので、ぜひ、制度的な設計も

含め、今後の対応をお願いいたしたいと思います。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） なかなか協議会というような形での設定というのは難しいかと思います。といい

ますのは、やはり民生委員さんは民生委員さん本来の個々の方に対するそうした対応をしていか

なければなりませんし、社会福祉協議会は社会福祉協議会として、町民全体のそうした福祉に対

する施策といいますか、活動をしておられますし、ＮＰＯ、それもそれぞれが子どもに対してだ

とか、あるいはいろいろな対応を、活動をしておられますので、特に、町全体の福祉に関するそ
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うした協議会というようなときには、町が音頭をとりまして、ここでやっておられるのを一つの

テーブルの上で話し合って、将来的にどうしていこうという、全体のもう少し大きいくくりでの

協議会がございますので、そうした中で、今回も発達障害の子どもたちに対するそうした提案だ

とか出てきておりますので、そうしたものを活用する中で、個々のＤＶあたり、あるいは孤立化

についてのそうした課題を全体で考えていくというような、そういう場づくりに乗せていくとい

うような形であれば取り組みやすいかなと思いますので、形はどうであれ、いろいろな機会に対

して、機会のあるごとに、やはりお互いのきずなを深めていくということがまず大事な取り組み

でありますので、そうしたことを啓発していく、また強制になるとおかしいことになりますから、

啓発していくようなそういう場づくりをあらゆる施策の中に取り入れてやっていきたいというふ

うに思います。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） ありがとうございます。

であるならば、そういった包括的な協議の場というものを大切にしていきながら、その連携を

とっていただきたいと思います。

そして、もう一つ、ここからは提案になるのでございますけれども、職員が区に張りつくとい

った制度を設計されていらっしゃる自治体もございます。積極的に職員の方から地域に入ってい

くと、そういったような姿勢も、もしかしたら求められていくのではないかと思うのですけれど

も、この見解に対し、町長のご意見はいかがでしょう。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） そうした考え方につきましては、合併前、合併当初からもいろいろとこの議場で

も論議がされたことがございます。

しかし、だんだんと職員が少なくなる中で、今の段階で一人ずつ張りつけてということはなか

なか難しい状況でございます。それぞれの区にということになりますと、一人ずつ張りつけても

２４人でございますので、今、自分たちの行っている業務が非常にタイトな厳しい状況の中で、

なかなかそこまでいっていないというのが現状でございます。

しかしながら、年に一回であっても、町の方から出向いて、それぞれの区の課題ですけれども、

そうした中には個人的ないろいろな要望も出てくるでしょうし、今後についてはそういうことも

必要になる時が来るかもわかりませんが、今の段階では考えておりません。地域協議会等々のお

話もございますけれども、今の段階では、ちょっと取り組むそうした余裕がございません。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） ありがとうございます。

それでは、二つ目の質問事項に入っていきたいと思います。

若干ちょっと遠回りをする議論になるのかもしれないですけれども、幾つかの事例をご報告さ

せていただきながら議論をさせていただきたいと思います。

今年度、加悦谷高校を卒業される卒業生の方の進路の状況についてでございますけれども、約

１６０名の卒業生に対し、２４名の方々が就職と。そのうち１２名の方々がこの地元に定着をさ

れて、１２名の方が外に出られると。そのほかの生徒、約１３０名の生徒の皆さんは大学、さら

には専門学校、短大への進学が決定しているというご報告を受けました。そして、彼らというの
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は、一体どのような心的状況の中でそういった選択をとっていくのでしょうか。そのあたりの議

論はいろいろ、また統計もとりづらいこともあるでしょうが、ある一つの例をご紹介させていた

だきたいと思います。

これは、京丹後市が、中学３年生を対象に行いました、市長のふるさと講座と言われるような

講座の中での調査結果でございますが、ご紹介をさせていただきます。

地元にこのまま残りたい、一回出たいが帰ってきたい、帰りたくない、まだ決めていないとい

う質問に対し、半分以上の中学３年生が、一回出たいが帰ってきたいと、そういったような答え

をしております。もちろん、これは中学３年生であって、高校３年生のアンケート結果ではござ

いませんが、多くの子どもたちが、一回出たい、そして、その一回出た経験を糧にし、この地元

に帰ってきたいと、そういった読みもできるのではないかと思うような調査結果が出ております。

ですけれども、一回出てしまった子どもたちに対しての各自治体のサポートというものはでき

ないのが現状でございますし、それは、現在の地方自治法の規定にもしかすると入ってこないよ

うな項目になるとは思います。ですけれども、９月の議会においても発言されていたように、こ

の丹後地方においては、大阪丹後人会、東京丹後人会といった、いわゆるそういった、出ている

子どもたちのハブとしての機能を果たせるような組織がございます。そういった組織、丹後人会

との連携というものは、もちろん、与謝野町単独での連携はできないかもしれませんが、関連市

町との連携のもと、丹後人会と連携をしていくことによって、一たん出ている間の子どもたちに

対する関係を構築し続けることがもしかしたらできるのではないかなと個人的には思っている次

第でございますけれども、この見解に対し、町長はどのようにお考えになりますでしょうか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 今、ご提案いただいております、そうした丹後人会との連携、その中で、一たん

外へ出てもまた戻ってきたい、そういう人たちを受け入れる、そうした受け皿といいますか、そ

うしたものが構築できないかということでございますけれども、なかなか仕事とかそういった面

での受け入れというのは非常に難しいかとは思いますけれども、心の上でのそうしたハブ的な役

割を、心のふるさとと言ったらあれですけれども、そうしたものを構築していくことが、実際に、

後々になって非常に大きな力になって返ってくるということは多々あるというふうに思ってます。

といいますのは、せんだっても、今度、リフレかやの里が再開しますけれども、その中で、都

会とこの与謝野町をつなぐ役割をしていただいている方が、実は、大分昔ですけれども、大阪の

丹後人会へ行かせていただいて、そのときにお話をさせていただいた方だということで、数年た

ってますので、私もピンとこなかったんですけれども、そういう方たちが、やはり宮津のご出身

ですけれども、やはりこの丹後を何とかしたいという、そういう思いで、今回、そうした丹後バ

リバリ応援隊でしたか、そうした名のもとに、一生懸命その中でいろいろな連携をしていただく、

そういうパイプ役になっていただいております。

そうした意味で、一たん外へ出ていった方でも、やはり常々、町との連携を、あるいは町に対

していろいろな目を向けていただいているということは、この町の活性化には大変大きな力にな

るというふうに思いますので、そうしたつながりというものは大変大事にしたいなと思います。

今回、私は行けませんでしたけれども、昨年の東京の丹後人会、大阪の方は、なかなかこのご

ろはしておられないようなことをおっしゃっておりましたけれども、東京の丹後人会のお誘いに
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副町長が出ましたので、また、直接そういう内容について報告ができれば、副町長の方からご報

告させていただきますが。

何はともあれ、どんな団体であっても、個人であっても、そういうふうにふるさとに対して非

常に心を傾けていただける方とのつながりというのは非常に大事にしていく必要があるというふ

うには思っております。

議 長（井田義之） 堀口副町長。

副町長（堀口卓也） 今、町長が申し上げましたように、昨年の東京丹後人会の総会に私伺いましたので、

少し、東京丹後人会の様子といいますか、会員の皆さんの思いなどを申し上げたいと思います。

東京の丹後人会と申しますのは、現在で言いますと、舞鶴以北、だから３市２町ですね、３市

２町のご出身の方で構成をされている組織であります。

伺いますと、それぞれの自治体からだれか代表が伺いますので、それぞれの代表の者に地元の

話をいろいろと気になって聞かれたりして、丹後人会の会員さんは地元の出身の市や町のことを

非常に気にしておられます。

町長の答弁にもありましたように、昨年伺った折には、現在は個人情報の問題がありまして、

地元の方が東京あるいは東京近郊のどこに住んでおられるのかという情報はなかなかこちらで把

握することができませんし、そのことは、丹後人会の事務局でも同じ事情であります。だんだん

丹後人会の組織が高齢化をしておりますので、若い人に入っていただきたいが、どこの人が東京

の近郊に住んではるのかがわからないということで嘆いておられました。

そんな中で、昨年は、丹後人会の申し入れもありましたので、町報に、いついつ、東京のどこ

で丹後人会の総会がありますという掲載をいたしましたところ、新たに若い方が、２０代の方で、

たしか３名だったと思いますが、与謝野町内の青年が入会をしていただきました。そのうち１名

の方につきましては、二日後に役場のパソコンの方にお礼のメールと、それから、東京で頑張っ

て仕事をしているけれども、地元のことは、小学校時分、長い通学路を雪の日も頑張って歩いて

通学したその根性でもって東京で頑張りたいと。それから、地元にできることがあったら、また

地元のために何かをしたいという、そういう決意をメールでいただきました。

それから、中には、東京丹後人会の会員さんの中で、毎年、いわゆるふるさと納税を、多額の

ふるさと納税をお世話になっておる方もおられます。殊ほどさように、丹後の出身の方、与謝野

町内の出身の方は、それぞれ出身の町、市のことを気にしておられますので、ホームページも今

回リニューアルをいたしましたけれども、ホームページでもっていろいろな発信をしていきたい

と思いますし、それから、希望の方につきましては、町の広報紙を現在も送ってますけれども、

今後も送り続けていきたいと。そういうホームページをごらんになって、丹後人会の総会のこと

や、あるいはふるさと納税のことを理解していただいて、町へいろいろな貢献をしていただいて

おります。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） ありがとうございます。

私も、先日、東京の丹後人会の事務局長を務められる方と面会をいたしましたところ、副町長

が今ご報告いただいたようなことを申していらっしゃいました。

そして、やはりその丹後人会という組織はボランティアの上で成り立っている組織でございま
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す。ですので、例えば、どんな人たちが東京近郊に住んでいるのかであったり、会員の皆様の情

報の管理、それ自体も難しいといったのが現状だとおっしゃっていました。

確かに、皆様東京丹後人会、大阪丹後人会の方々は職を手にしながらその組織の運営をなさっ

ていらっしゃいます。それには、やはり限界というものがあり、そこで何かしらの行政からのバ

ックアップがもしあるのであれば、もう少し、何と言いますか、いい形での運営というものが可

能になってくるのではないかと、私は思っています。

そこで、先ほど申し上げましたとおり、近隣市町との連携をとりながら、丹後人会等の組織を

強化をしていくと、そういった観点ももしかしたら今後の地方活性化を考えた場合、大切になっ

てくるのではないかと私は思っていますけれども、その連携について町長のご見解をお伺いいた

したいと思います。

議長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 先ほども少し出てましたけれども、大阪の丹後人会も高齢化とそうした事務局体

制が整わないと。私が町長やらせていただいたころには、非常に活発に活動をされておりまして、

行くたびに今のまちの現況、あの当時は担当課長も一緒に行かせていただいてたと思いますけれ

ども、そうしたものを報告させていただいたり、また、東京の場合も旧野田川時代でしたけれど

も、事業名としては忘れましたが、こちらから大挙して議員さんも含めて、東京へ出かけまして、

東京での村役場ではないですけれども、東京村役場だったと思いますが、東京の方たち、近郊に

お住まいの方たちと行政、議員さんも含めてこういう交流会といいますか、いろんな提案をいた

だいたり、また、それに対してお返ししたりというようなそういうことをしておりました。

しかし、それもなかなか難しい、財政的にも難しい、そういう状況が重なった中で、非常に難

しい状況になってきております。

しかし、お金を使わずにといったらおかしいですけども、何とかそうした今のインターネット

等のメディアを使う中で、呼びかけをして組織化をしていくということも一つの方法ではないか

と思っております。今の段階で一定の各市町と力を合わせてということも必要かと思いますけれ

ども、それぞれの市町の考え方もございますので、今の段階でそれをご提案してということには

ならないと思います。まずは、自分とこの自分の町で、どういった対応ができるのか、もう少し

知恵を出せたらなというふうに考えております。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） 先ほど、副町長のお話にもありましたとおり、新たに若い方が３名その丹後人会

に足を運ぶと、そういったこともある。そして、先ほどこのアンケートでもご紹介いたしました

とおり一たん外には出るけれども、帰ってくると。そういった子どもたちは、私が思うにふえて

くると思いますので、そういった彼らの思いをくむというようなことも含めて、行政側が何かし

らの対処をしていくことが大切なのではないかなと、個人的には思っています。

そして、町の中でできることと申されましたけれども、具体的に何ができるのでしょうか。私

が思うに、例えば、近隣高校の進路指導部への働きをかけるとか、そういったことが具体的にで

きることなのかなと個人的には思ったりとかもするんですけれども、町長のご見解はいかがでし

ょうか。

議 長（井田義之） 太田町長。
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町 長（太田貴美） 地元の高校といいますと、加悦谷高等学校が主になるかと思いますけれども、既

にＰＴＡや、あるいは、学校を通じて就職のときのいろんな情報を提供したり、また、高校のほ

うから地元での就職、また、何についての情報のそうした収集についてＰＴＡの方たちを通じ、

そういう場面をつくるというようなことをなさっております。

いろいろな手法がある、いろんな形があって、これが正解というものはないと思いますけれど

も、そういういろんな角度から将来子どもたちが帰ってきてくれるそうしたまちに向けて手だて

を打っていくということは非常に大事なことだと思います。

しかし、恐らくこんな悲観的な意味ではなしに、都会へ出て、頑張って、そこで家庭を持ち、

そして一定の仕事をやり遂げるというところまでは、なかなか戻ってこれないというのが現実で

はないかなと。ある町長が我々の田舎といいますか、ところは子どもたちを一生懸命いい子に育

てて、いい子に育ってさてといったら、みんな外へ出て行ってしまうと。それで、帰ってくると

きは、もう仕事がなくなって、老人になって帰ってくるということで、非常に嘆いておられまし

た。都会を発展させるために、我々は頑張ってる、そんな感じがするというようなことをおっし

ゃってましたけれども、非常にそういうきらいがあろうかと思います。

しかし、そういうことであっても、ついの住みかとしてのこの与謝野町を選んでいただけると、

そういう受け皿も非常に大事なことだろうと思いますし、やっぱり時がたってもこのふるさとへ

帰ってきて、ここで生活したいと思える、そういうまちづくりが、これは老人の方も、若い人も

あらゆる方に対しての思いでございますけれども、そうしたまちづくりを進めるということが大

事ではないかなと思います。

それには、これが正解という方法はないかと思いますけれども、あらゆるメディアや、あらゆ

る手段を通じて一人でもこの与謝野町に住んでいただける、そうした人材を育てていくというこ

とは大事だろうというふうに思っております。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） ありがとうございました。

正解となるような解決策はないとのことでございますけれども、できることはやはり具体的に

やっていくと、案を出していくと、そういった姿勢が大切になってくると思います。先ほど、町

長が申されましたとおり、都会で暮らすと、そして結婚をされて、定年まで勤められると。そう

いった彼らの心のふるさととしても、もしかしたら僕たちは何かこの場所でできるのかもしれな

いので、知恵を出し合ってまちづくりをさせていただきたいと思います。

以上で私の一般質問は終わらせていただきます。

議 長（井田義之） 山添議員、ちょっと待って。

太田町長。

町 長（太田貴美） おっしゃるとおり、そういう気持ちといいますか、心が大事だと思いますし、そ

うしたことが具体的に施策にあらわすことができればいいというふうに思います。

具体的には言っていなくっても、そういったことに遠からずつながっていく事業というもの、

あるいは、手だてというものは町も町として学校と協力をしたり、教育委員会がそうした役目を

担ってくれたりということで、やはりオール与謝野で頑張っていかなければならない部分があろ

うかと思いますので、具体的に一つでも解決策といいますか、そういう具体例があれば取り組ん
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でいきたいというふうに思っております。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） オール与謝野で、つながりを、横と横と持てる、そういったようなまちづくりを、

先ほど第１回目の質問にもございましたとおり、やはりつながりというものは町にとって大切な

要素でございます。私も、微力ながらその提案等もさせていただきたいと思いますので、どうぞ

よろしくお願いいたしたいと思います。

議 長（井田義之） これで、山添藤真議員の一般質問を終わります。

次に、１番、野村生八議員の一般質問を許します。

１番、野村議員。

１ 番（野村生八） 日本共産党議員団の野村生八でございます。

私は、今回京都府丹後地域医療再生計画について町長に質問をいたします。

１年半前に与謝の海病院の脳神経外科が閉鎖をされて、そして、この地域で脳の手術ができな

い、こういう状態になりました。また、ドクターヘリの運航が計画がされて、基地病院の豊岡病

院但馬救命救急センターの存在を知りました。そして、政府が地域救命救急センターの設置を進

めている、こういうことを知りました。市内では助かる命が、丹後では助からない、こういう実

態にあることをこれらのことを通じて知りました。それ以後、日本共産党は救命救急センターの

設置のために住民の皆さんとともに運動を進めてきました。

私も昨年の知事選挙、町会議員選挙の中で、多くの皆さんにこのことを訴えて、また、昨年の

３月議会でも初めて救命救急センターの設置について一般質問を行いました。

当時はまだ私自身も十分な認識がありませんでしたし、すぐに実現できる、そういう展望もあ

りませんでした。すこやか長寿の京都ビジョン、京都府保健医療計画でも北部の医療としてはド

クターヘリの運航が課題であるというふうに書いてあるだけで、救命救急体制に課題があるとは

書いてありませんでした。しかし、住んでいる地域によって、命に格差がある。こういうことは

絶対許すことができない、こういう思いで救命救急センター実現のために取り組んでまいりまし

た。

この間、日本共産党は、２回の医療懇談会を実施をし、但馬救命救急センターに２回の視察を

行いました。また、宮津与謝消防本部へも視察を行いました。とりわけ、太田町長をはじめ、す

べての市町の皆さんからも府へ要望するというこういうご答弁を議会でいただいた、そういう取

り組みをしていただいたというふうに思っています。そのおかげで１年半が経過して、北部に救

命救急センターを設置をする展望が大きく開かれてきているというふうに思っています。

そういう中で、最近京都府において、丹後医療再生計画がつくられているということを知りま

した。総事業費が３１億１，０００万円、医師、看護師の確保、救命救急をはじめ、４疾病・

５事業対策への取り組みが具体化されています。今回は、この計画に基づき、３点について質問

をいたします。

まず、一つ目の質問は、この丹後医療再生計画の内容と、その進捗状況についてお聞きします。

二つ目に、救命救急センター設置の取り組みについてお聞きをいたします。先日但馬救命救急

センターを視察をし、今回は小林センター長から直接お話をお聞きすることができました。その

内容を簡単に紹介します。
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小林センター長は、全国一あるいは世界の水準から見ても、引けを取らないこういう救命救急

体制の地域にしたい、こういう思いで取り組んでおられるということを詳しく述べておられまし

た。

したがって、単にヘリが導入されたから早く医者が来て、早く治療が受けられる、こういうこ

とではなくて、全国一の救命救急の治療が受けられるようになった。このことによって、今まで

助からなかった命が助かるようになったということが、よくわかりました。感動して帰ってまい

りました。そして、救命救急は時間との勝負だということを、詳しくお聞きしました。ヘリだか

ら早く着くというだけではなくて、全国一早い治療開始時間を目指して努力をされています。

通常、全国的にヘリが出るまでの時間は１２分から１４分。しかし、但馬救命救急のヘリは

８分で出動する。こういうことが実現しています。これは単に但馬の救命救急だけの取り組みで

できたことではなくて、この地域の消防の協力、努力、理解があってできたことだというふうに

言われていました。

とりわけ、同時通報、消防本部に救急の電話があった時点で消防車とともにヘリも出動する。

こういう取り組みが非常に大きな効果を上げてるというお話を聞きました。

また、運行回数は今全国一の状況で２月２１日の時点で７６２件の出動が最初からあったよう

です。この公立豊岡病院の但馬救急センターを基地にするドクターヘリは、日本海側で初めての

ヘリの運航である。いわゆる、冬場が大変厳しい中でのヘリ運航が日本海側では難しい。また、

救命救急センターが日本海側には非常に体制が弱い。こういう中で、今までドクターヘリは日本

海側では運航していなかった。初めての取り組みで、全国的にも注目をされてるという内容も詳

しくお聞きをしました。

そういう中で、全国一の飛行回数を実現してるということがいかにすごいことかと。小林セン

ター長の熱意のもとに、できるだけ早く、そしてできるだけ治療を早く開始する、この努力の結

果だということが非常によくわかりました。

しかし、冬場はやはりドクターヘリの飛行は大変少なくなってる。もうこういうことも言われ

ていまして、その場合には、ドクターカーで医者が現場に直送している。しかし、ドクターカー

は、但馬しか走りません。やはり、特に冬場、夜間の救命にこの地域のことを考えれば、問題が

残ってるということが明らかだというふうに思います。

また、治療の内容を見ても、全国的には救命救急は事故が多いんですけども、但馬の救命救急

は病気のほうがはるかに多いという、そういう特徴があるということもお聞きをいたしました。

そういう救命救急ですから、いろんな経験ができるということで救命専門医もそういう特徴の

中で多く集まってくるということも言われていまして、また新たに３人ふえるということを言わ

れていました。

しかし、やはり救命救急は三次医療だけではなくて、軽い一次や二次のそういう人たちが来ら

れても、すべて受け入れて治療をされてるということで、このままどんどんふえると、幾ら医師

がふえてもパンクするということで、ぜひ与謝の海病院に救命救急つくってほしい。それよりも

まず、脳外科で手術ができるようにすることが先ではないでしょうかというお話もお聞きをしま

した。

小林センター長の話を聞いて、改めて丹後の皆さんの命を守るために与謝の海病院の充実と救
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命救急センターを早急に設置する、このことが大事だというふうに思いました。

また、丹後医療再生計画の中でも京都府の救命救急センターは市内に集中しており、北部には

高度救急医療の体制が整っていないとの現状が明記をされています。それまでの保健医療計画と

は大きく転換がされています。

課題として救急医療体制をはじめ、人的、施設的な体制の充実を、ほかの医療圏にも増して行

っていくことが明記をされています。このような新しい再生計画を見るにつけ、改めて設置に向

けた取り組みを求めたいと思います。

三つ目に、救急搬送の充実について質問します。

この再生計画の中でも、他圏域への搬送と広域連携体制の整備が必要である、こういう状況に

あるということが書かれています。今まで救急搬送について命にかかわる場合は、圏域を越えて

治療のできる病院に直接搬送するよう求めてきました。その後、どうなってるのかお聞きをしま

す。

次に、宮津与謝消防本部を視察をしました。その中身でこの充実について質問をいたします。

救急搬送と転送の実態、ドクターヘリの利用の仕方、この点についてです。

昨年の宮津与謝の救急搬送は２，０７９件。うち脳の疾患などの救急搬送が１，３０５人とお

聞きしました。その中で、６４人が与謝の海病院で治療ができずにほとんど舞鶴などに再転送を

されています。消防隊員によるドクターヘリの要請基準には、二通りあります。救急隊が現場に

ついて要請する基準、もう一つは先ほど言いました１１９番通報の内容を聞き、その基準によっ

て直ちに消防車を出動させると同時にドクターヘリを要請する基準、この二つの基準があります。

この通報による基準を見ますと、例えば、呼吸不全であれば呼吸困難、息が苦しい、息ができ

ない場合は、通報時点で直ちにドクターヘリの要請をすることになります。宮津与謝消防では、

京丹後市に比べて少ないヘリの要請になっていますけれども、現状で先ほど言いました再転送が

必要ないのならいいと思うんですけども、６４件の転送があるということをお聞きしますと、そ

れも脳の疾患が４０件というふうにお聞きをしています。やはり、小林センター長が言われてい

ましたドクターヘリは、究極の往診であると胸を張っておられました。こういう転送がない救急

搬送にする必要があるのではないかというふうに思います。

この６４件の転送をなくすために、ドクターヘリに要請をするということになりますと、さら

に１００件以上のヘリの出動がふえるだろうというふうに予想されます。それが大丈夫ですかと

いう、センター長にお聞きしますと、１，０００件は出動できるというふうに試算していますの

で、まだまだ十分大丈夫です、余裕があるというふうに言われていました。

このように、命を守る救急搬送の充実についてお考えをお聞きをして１回目の質問を終わりま

す。

議 長（井田義之） 答弁を求めます。

太田町長。

町 長（太田貴美） 野村議員ご質問の京都府丹後地域医療再生計画についてお答えいたします。

１点目の丹後地域医療再生計画の進捗状況についてでございますが、この計画は救急医療体制

や医師確保など、地域医療の充実を図るため、国の地域医療再生臨時特例交付金により平成

２２年１月から平成２５年末までのおおむね５年の期間を対象として、京都府において策定され
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たものでございまして、府内では舞鶴市の病院再編計画を柱とします中丹医療圏と２医療圏を選

定いただいたものでございます。

対象地域は、二次医療圏である丹後医療圏で、京丹後市、宮津市、伊根町と与謝野町の地域と

なりますが、医師確保など京都府全域に関する課題も多くあることから、京都府全域に関する目

標と、丹後圏域に関する目標に区分して目標が掲げられ、具体的な施策が講じられております。

丹後医療圏計画の全体規模といたしましては、国からの交付金の２５億円に加え、事業者負担

分等により、約３１億円の規模となる大プロジェクトでございます。このプロジェクトを一言で

あらわしますと、医師等の医療従事者確保と救急等の４疾病・５事業対策の底上げということで

ありますが、特に医師等の確保については府立医科大学に加えて、京都大学とも連携、協力体制

の強化を図る中で、より安定的かつ継続的な医師確保を務めていただくこととされております。

それで、本計画の進捗状況についてご説明をさせていただきます。

平成２２年１月に策定されましたので、実質的には本年度が初年度となりますが、丹後地域保

健医療協議会を開催し、地域医療機関や自治体等の関係機関が連携を密にする中で、本計画の円

滑な推進を図ることとなりました。この協議会では、地域全体の課題に取り組んでいくこととし

ております。

本年度の大きな実績としましては、ドクターヘリによる共同運航事業や新型インフルエンザ対

策等の地域課題への対応、さらに、府全体では医学生の現地研修や医師バンクにかかる広報の実

施などとなっております。

ドクターヘリの運航実績を申し上げますと、平成２２年４月１７日から平成２３年２月１６日

までの間で、全体の出動件数が７４９件で、京都府が１５９件、これは約２１％になります。そ

れから、兵庫県が５５８件、約７５％、鳥取県が３２件、約４％で、一日当たり２．４件となっ

ております。そのうち、宮津与謝管内が１１件、約２％という状況となっております。

この計画は、事業が多岐に渡っていますのと、実質４年間という長期間であり、京都府の事業

となっておりますので、実績についての説明が十分にできませんが、ご理解いただきますようお

願い申し上げます。

また一方、計画の中で、丹後地域の医療機関に対する直接支援といたしまして、レセプト電子

請求など、設備の高度化に対しての補助を行っていただけることとなりました。本年度で事業要

望を集約され、平成２３年度以降の支援となる予定でございます。当町の国保診療所のレントゲ

ンが老朽化によって交換部品もない状況であることや、デジタル化への対応も踏まえまして、こ

の支援を受けたいというふうに考えているところでございます。

次に、２点目の救命救急センター実現の取り組みについてでございますが、議員もご承知のと

おり、救命救急センターは一般の救急医療施設では診察することが不可能な重篤な救急患者を受

け入れる２４時間体制の施設として整備されており、都道府県の指定により、おおむね１００万

人に１カ所の割合で設置されているものでございます。こうした指定条件もあって、府内では南

部地区に三つの救命救急センターが集中しております。

このほど、国の平成２２年度補正予算によりまして、三次医療圏にかかる地域医療再生計画に

ついて、地域医療再生基金が拡充されることとなりました。これにより、都道府県単位で医療提

供体制の充実と強化を図るための施策を講じることとして、例えば、救命救急センター等の整備
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も対象とされました。

しかしながら、同じ国の交付金を活用することなどから、丹後地域医療再生計画に掲げる事業

や、重複する目的のものにつきましては対象とならないこととされております。したがいまして、

当面は丹後地域医療再生計画で示されている施策の着実な推進に向けて、府や近隣市町とも連携

を密にしながら協力していきたいというふうに考えております。

次に、３点目の救急搬送体制の充実についてでございますが、昨年４月から運航開始されまし

たドクターヘリによって医療関係の乏しい丹後地域にとっては、飛躍的に救急搬送体制の充実が

図られたところでありますが、夜間飛行ができないなどの課題も多く、さらなる環境整備を要望

してきたところでございます。

こうした中で、先の丹後地域医療再生計画の救急医療特別対策としましては、断れない救急プ

ロジェクトをスローガンに、「丹後救急総力作戦の実施」と「広域ドクターヘリ運航支援」と二

つの施策が展開されることとなりました。

具体的には、救急告示病院である京都府立与謝の海病院を拠点に、救急専門医の配置や遠隔画

像診断システムの整備による関係医療機関との総力を挙げた救急医療体制の確立、さらには、ヘ

リポートの夜間照明等の整備により夜間でも救命ヘリが利用できる体制が整うこととなるという

ものでございます。

時期や規模等の詳細につきましては、京都府においてそれら具体的に進められることとなりま

す。

以上、野村議員ご質問の答弁とさせていただきます。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） それでは、２回目の質問いたします。

まず、一つ目の問題、いわゆる再生計画の実施状況をお聞きをいたしました。この中で、例え

ば１２月議会に取り上げたと思いますが、与謝の海病院ではがんの治療をするときに放射線治療

ができない、福知山の市民病院まで行かなければできないというこういう問題等々を指摘をしま

したが、これは再生計画の中でも放射線の治療装置を整備するということが掲げられております。

与謝の海病院に整備をするということが掲げられております。

また、先ほども答弁でありましたが、ようやく京都府の認識として救命救急体制が十分ではな

いという認識がされて、それをもとに救急専門医を与謝の海病院に１名配置するということも書

かれております。先ほど言いました医師確保のために今までは府立医大だけということでしたが

京大を含めて対策協議会をつくるということも予定されていまして、２３年度予算では１億

６，０００万円で地域医療支援センターを設置するという、こういうことも予定をされているよ

うに聞いています。このことによって、再生計画の中でもこの地域の医師が本当に少ないという

ことがデータで示されてるわけですが、大いに期待がされるとこですが、大事なのは先ほども言

われましたが、これがどういう形で実施されるのかということだと思いますが、とりわけこの

３点について放射線治療や救急専門医等々、今どういう状況かもしわかりましたらお聞きしたい

というふうに思います。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 国の計画にのっとってということで、私自身よく余り承知しておりません。課長
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のほうで、わかる範囲でのお答えとなると思いますが、その程度でご理解いただきたいというふ

うに思いますが。

議 長（井田義之） 泉谷保健課長。

保健課長（泉谷貞行） お答えになるかどうかわかりませんが、答弁させていただきます。

この丹後地域医療再生計画につきましては、丹後地域での保健医療協議会という組織がござい

まして、年に２回程度会議が行われるんですが、その中で議題の一つとして京都府のほうから案

の段階からこういう計画を進めているというふうな情報提供もいただく中でこちらのほうが承知

しているというふうな段階でございます。

したがいまして、この中身の詳細部分についてのことにつきましては、この計画が２２年１月

につくられましたが、その中でのことでしか今の時点での承知をしてないということでご理解い

ただきたいというふうに思っております。

その中でご質問いただいております放射線治療ができる、実施できる医療機関がない。それか

ら、救急専門医等が配置されるというふうなことは計画の中の課題、あるいは、実施される施策

の中で明記されておりますので、それぞれの課題、また、基づいて具体的な施策が展開されてい

くというふうなことで、２５年度までの計画ということで、まだ始まったばかりだと思いますの

で、今後の進行管理も含めまして、計画の中身のより具体的な情報提供または見直し等も含めた

事項がございましたら、その時点で情報提供いただくなり、されるものというふうに思っており

ますので、ご理解がいただきたいというふうに思います。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） 今言われました情報提供ですけども、私自身が知ったのは約２カ月ほど前なんで

すね。これだけ大事な問題がほとんど知らされてないと。そういう意味ではやはりもっとこうい

う内容を早く知らせていただくと。これ、住民にもぜひ早く知らせていただく。２２年から始ま

ってるわけですから、いう必要があるだろうと思っております。

それと町長に今言いましたことについて、本当に大事なことなので、計画に盛り込まれている

内容なので、できるだけ早く実施していただくよう要請していただきたいというふうに思います

がいかがでしょうか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 先ほど上がっていました点につきましては、この地域にとっては大変重要な課題

でございますので、そうしたことが一日も早くなるような要請はしていきたいというふうに思い

ます。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） 次に、二つ目の救命救急について質問します。

先ほど言いましたように、この再生計画の中でこの位置づけがしっかりとされてきたと。それ

に加えて、先日の府議会でさらに踏み込んだ答弁を理事者の方がされています。共産党の新井府

会議員が北部に救命救急センターを早期に実施すべきだと。とりわけ与謝の海病院の脳の手術が

できる体制をということを求める質問をいたしましたし、それから、福知山の府会議員が福知山

の市民病院に救命救急センターの設置を求めるという質問をされました。

この答弁の中で、理事者が新たな箇所整備が重要な課題だと考えているというふうに言われて、
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それについては、地域救命救急センターが効果的であり、救急医療の実績がある地域の基幹病院

が有力な候補だと。具体的な支援策を積極的に検討するということで、具体的に地域救命救急セ

ンターを検討する過程にあるという、本当に踏み込んだ、再生計画からさらに踏み込んだ答弁を

されています。

同時に先ほど言いましたように、これは北部にということになりますと舞鶴であったり、福知

山であったり、与謝の海というね、一遍に三つつくっていただいてもいいんですけども、そうい

うわけにはいかないわけで、そういう意味ではこの地域とすれば基幹病院である与謝の海病院に

やはりこの地域救命救急センター早急に実現するということでの要請が非常に大事ではないかな

と思っておりまして、再度このことについてお考えをお聞きいたします。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） もちろんこの丹後にとりましては、一番身近なところであります与謝の海病院に

そうしたものが設置されればこれほど心強いことはございませんので、そうした要請を改めてさ

せていただきたいというふうに思います。

議 長（井田義之） 野村議員の質問の途中ですが、昼食のため午後１時３０分まで休憩をいたします。

（休憩 午前１１時５８分）

（再開 午後 １時３０分）

議 長（井田義之） 休憩を閉じ、野村生八議員の一般質問を続行します。

野村議員。

１ 番（野村生八） それでは、３番目の救急搬送の充実について質問します。

これは、ぜひ救急の見解をお聞きするのではなくて、町長の見解をお聞きしたいのでそこのと

ころ、よろしくお願いします。

この問題では、先ほども指摘したんですけども、命にかかわる場合にその命が救える医療機関

に直接搬送すべきだという住民からの大きな批判や要望、これを受けて、この議会でも何度も取

り上げてきました。結局、問題がどこにあるかというと、医療圏と消防の救急搬送の圏域の違い

にあるのではないかというように思うんですね。

先ほど言いましたように、今度の再生計画の中でも圏域外、あるいは、府外への搬送というの

が取り込まれています。これは、消防法が昨年改正されて、それまで答弁されていた圏域の中で

の搬送という状況から、圏域外への搬送ということが消防法の改正でできるようになっているん

ですね。

例えば、消防法の改正に基づいて京都府の協議会がつくられ、そこでつくられた傷病者の搬送

及び受け入れに関する実施基準、こういうのがつくられてるわけですが、その中でも傷病者の病

状に対応できる医療機関への迅速、適切な搬送、こういうことが言われています。

それで、優先度の高い順に緊急性、専門性、特殊性の三つの観点からそういうことを検討、あ

るいは、策定する必要があるというふうなことが言われてるわけですね。

一方医療法もこれに合わせて改正がされまして、それぞれの医療機関がどういう病状について

はどういう処置ができるか、どれぐらいの時間がかかるか、そういうことの基準を公表するとい

う、そういうことにもなっています。

こういうふうな形で救急搬送についても大きくその方向が変わってきてるんですね。大事なの
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は、例えば医療圏で言えば、一次、二次、三次とありまして、いわゆるこういう先ほどの緊急性

ですね、命にかかわる、あるいは重病等々については、三次圏になるんですね。二次圏というの

はご存じのとおり丹後の医療圏です。三次圏というのはどこかというたら京都府になるわけね、

京都府全体、都道府県になるわけです。だから、三次圏が受け持つべき病状は、都道府県の中で

適切な、先ほど言いました治療ができる医療機関がどこかということを公表しておいて、その中

から受け入れをできるところへ連れていく、運んでいただく、搬送していただく。こういうふう

になってるわけです。

ところが、今まではどんな状況でも丹後医療圏、こういう地域では与謝の海病院が１００％あ

りがたいことに受け入れていただけますので、内容を考えることなく与謝の海病院というのが今

までだったんですが、これがいわゆる状況によっては、三次圏の中での選定という方向に切りか

える必要があると。

これは、この再生計画の中でも、例えば脳卒中ですね、死亡原因の第３位の脳卒中、これにつ

いては与謝の海病院は５月以降脳の手術は全くできない。そして、死亡原因の第２位である急性

心筋梗塞、これについてはすぐの手術が冠動脈形成術やバイパス術ができる医療機関がないと再

生計画で書かれています。だから、三次救急を二次医療圏の中で搬送すること自体が、以前は効

果があっても、もう効果がない、大きな矛盾に行き当たってるというのが現状変わってきている

わけですから、今の現状に合わせた救急搬送に変える必要があるし、で、国の法律の整備の方向

でもそれができる方向に変わってきているというのが現状だと思うんですね。

ですから、こういうことをやっぱり土台にして、これはやっぱり見直す、充実させていくと。

これがドクターヘリでは直ちに府外へ直接搬送されている。だから、それは圏域内でも三次圏の

京都府内でも、やはりそれは同じことだと思いますので、ぜひこれはご検討いただいて、そうい

う協議をしていただく必要があるし、住民が本当に切実にこのことを求めておられますので、ぜ

ひよろしくお願いしたい思ってるわけですが、お考えをお聞きしたいと思います。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） ３点目の救急搬送の取り組みの件でございますけれども、今おっしゃったように

京都府では昨年の１２月に傷病者の搬送及び受け入れに関する自主基準を策定されております。

これは、救急搬送において救急患者の受け入れ医療機関の選定が困難な事案が全国で発生したこ

とを受けて、消防法が改正され、都道府県に対して救急搬送受け入れ実施基準の策定が義務づけ

られたことによりまして、府内の消防機関、医療機関、学識経験者等で構成された京都府高度救

急業務推進協議会での審議を経て策定されたものでございます。

選定困難事案としましては、おおむね医療機関の受け入れ紹介件数が４回以上、または現場滞

在時間が３０分以上の場合を想定されており、こうした事態を解消することが実施基準のペース

となっております。ちなみに宮津与謝消防署管内においてはこうした事例はありませんが、京都

府内の全域を念頭においた基準となっております。

実施基準の主な点といたしましては、患者の症状を選別するために観察基準が設けられました。

次に、あくまでも緊急性、専門性の高い症状を示す傷病者、いわゆる救急患者を受け入れていた

だける医療機関について、症状例別に対応可能な医療機関をリストアップして整理されておりま

す。丹後医療圏では、与謝の海病院、弥栄病院、久美浜病院と丹後中央病院の４病院がリストア
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ップされております。

そして、この観察基準と医療機関リストにより当該傷病者に適した最も搬送時間の短い適切な

医療機関の選定を行うこととされました。ただし、消防署管轄外への搬送につきましては、救急

業務を実施する上で支障のない限りで救急隊の判断により可能となるものでございます。したが

いまして、あくまでも救急搬送であり、患者搬送ではありませんので、宮津与謝消防署管内とし

ましては、従来どおり第一次搬送先の与謝の海病院への搬送となっているということでございま

す。

今おっしゃったように、一次から三次まであります中での医療圏と圏域外への搬送との、その

辺で矛盾が生じてきているということのご指摘は、私どもも今まで余り気づかなかった点でござ

いますし、それらのことももう少し内容をしっかりと把握した上でできるだけ多くの患者さんの

命が救えるような体制づくりを、やはり要請していくという形を取りたいと思いますが、今の状

況の中身につきまして、恥ずかしながらはっきりと状況を把握し切れておりませんので、多分恐

らく課長のほうでもまだ把握してないというふうに思いますので、それらにつきまして、しっか

りと勉強させていただいた上で、要請をしてまいりたいと思います。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） そういう現状をもう一度見直して、検討をするというご答弁をいただきました。

ぜひ、お願いしたいというふうに思います。

その上でぜひ知っておいていただきたいのが、先ほど言われました受け入れ紹介件数ですね。

この問題がやっぱりあると思うんです。特に、この地域ではこれが大きな問題があるというふう

に思います。

といいますのは、先ほど言いましたように、ここは４回になっとるわけですね、この実施基準

の中でも、データでもね。だから４回以上にならないということなんですが、この地域での与謝

の海病院が、先ほど言いましたようにどんな患者でもありがたいことに全部受け入れていただい

とるわけですね。だから、受け入れの紹介をする必要がほんとないんですよ。ところが、京丹後

市は４つ病院がありますからね、探さないとあかんわけですね、一番効果的な病院がどこかいう

こと。そうすると、受け入れ紹介をするわけです。そういうことをしてるよりもドクターヘリに

要請するほうが、はるかに命が助けられるということで、私は京丹後市がドクターヘリの要請が

非常に多いのではないかと思いますし、宮津与謝消防に視察に行ったときもそういう感想を述べ

ておられました。やっぱりそういう地域の違いというのはあるというふうに思うんですね。

それで、問題は、先ほども言いましたが、与謝の海病院ですべての治療ができればもちろんそ

れでいいわけです。ところが、脳疾患もできないし、心筋梗塞等の心疾患もできないという中で、

与謝の海病院にすべて搬送できるから、受け入れ紹介ゼロだから現状でいいという、今までどお

りでいいということにはならないという、ここのところが非常に大事だというふうに思うんです

ね。

先ほど観察基準言われましたが、その実施基準の観察基準の中でも、例えば脳卒中疑いでした

ら片方の手足、顔半分の麻痺、しびれ、それでもう脳卒中疑いになるわけですね。脳卒中疑いで

すと、与謝の海病院は治療できないんですから、これが治療できるところの中で、どこが一番早

くできるかということになる、これが今回消防法改正の意図だと思うんですね。
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ところが、受け入れ紹介する必要はなく与謝の海が受け入れてくれると。受け入れてもらった

からそれでいいと。で、再転送されると。それは消防にまた再転送するわけですね。これでも受

け入れ紹介ないんですよ。これでいいということに、私はならないと。一番基本はどうやって命

守るかいうことですからね。そこで、搬送の体制を、ルールを決めていくというね。ここが一番

大事で、法律的にもできるということになってきたわけですから、これはもう今までと大胆に変

えていただく必要があるだろうと思います。

それで、圏外に搬送すれば、消防車が当然空白時間が生まれると。これ一番宮津消防でも懸念

されてるところです。こういう問題についてはやはり但馬の救命救急センターも、ヘリが飛べな

いときのためにドクターカーを用意されてるわけですね。だから、やっぱりそれは同じようなこ

とで、命を守るためにやっぱり必要であれば、消防がその間空白になって、ほかの方が助けられ

ない可能性が非常に高いということであれば、そこを解決する手だてをとってでも、これはもう

本当に一刻一秒を争う、小林センター長に言わせれば。そういう状況ですから、そこを解決して

でも、直ちに治療ができることが必要だろうというふうに思います。

そこにいくまでに再度お伺いしたいのは、ドクターヘリが飛ばないときは、今言うたようなこ

とになるわけですけども、ドクターヘリが飛べるときには直ちにドクターヘリに要請をして、再

転送が必要のない緊急搬送をする必要があるというふうに思いますが、こういう先ほどから言う

た基準からいっても、現状ではドクターヘリが、要請ができないときに６４件あったとは思えな

いので、その辺も含めて再検討をお願いします。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） いろいろな場合についての、今ご指摘等がございました。我々自身も、先ほども

申し上げましたようにまだ十分理解し切れてないところがございますので、今後に向けましてき

ょうお聞きしたお話、また現実どうであるかということをもう少し研究させていただいて、勉強

させていただいて、それのできる、少しでも早く解決できる方法があるなら、それらについて要

請がしてまいりたいと思います。

１ 番（野村生八） よろしくお願いします。ありがとうございました。

議 長（井田義之） これで、野村生八議員の一般質問を終わります。

次に１７番、谷口忠弘議員の一般質問を許します。

１７番、谷口議員。

１ ７番（谷口忠弘） それでは、第３６回３月議会最後になりましたけども、一般質問をさせていただ

きます。よろしくご答弁をお願いします。

私は、国勢調査から見る人口問題につきまして、人口減少の現状とその歯どめ策、また、ふえ

ている高齢化世帯へのその対応策、この２点につきまして町長にお伺いをいたします。

国勢調査につきましては、１日目の杉上議員のほうからもご案内がございましたが、再度私も

国勢調査の結果について触れてみたいと、このように思っております。

総務省が公表した２０１０年１０月１日時点の国勢調査速報値によりますと、日本の総人口は

１億２，８０５万人で、０５年の前回調査と比べ０．２％の微増となっています。一方、京都府

の人口は２６３万６，７０４人で、前回調査に比べ０．４％減少し、減少人数は１万９５６人で

あります。府内の人口が減少したのは、調査以来初めてだそうであります。
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そこで、近隣市町村の状況を見てみますと、伊根町では１１．３％、宮津市が７．２％、京丹

後市が５．９％、いずれも減少しており、当町においても５．８％の減少であります。この丹後

地域２市２町の状況は、５年前の調査に比べて人口減少数は６，９９３人も減少しており、減少

率は６．６％であります。この５年間で旧加悦町１町分の人口がなくなったのと同じであります。

京都府平均は０．４％の減少率でとどまっているにもかかわらず、丹後地域全体では６．６％

も人口が減っています。この問題は、ほうっておけば今後も急速に加速化が進み、あらゆる問題

に重要なインパクトを与えることが予測され、持続可能なまちづくりなどといっておれない事態

になることも十分予想されます。

また、一方世帯数では、全国では５，１９５万２，０００世帯で、４．８％の増加であります。

これは過去最高の数字だそうであります。京都府では１１２万２，６３４世帯で、４％の増加で

あります。これも近隣の市町村を見てみますと、伊根町でマイナス３．７％、宮津市ではマイナ

ス２．０％、京丹後市ではマイナス１．３％で、いずれの市町村も人口減少の結果、世帯数も減

少しております。しかし、当町では、人口が減少しているにもかかわらず、世帯数は微増ではあ

りますが０．２％ふえています。この傾向は、いろんな見方があると思われますが、一層の核家

族化が進んでいると思われるのではないでしょうか。

また、１世帯当たりの人数は、全国の平均が２．４６人で、京都府では２．３５人であります。

当町は２．８１人であります。２市２町、丹後地域では１世帯当たりの人数は京都府平均をいず

れも上回ってる状況であります。これは、居住環境や生活環境などさまざまな要因があると思わ

れますが、注意すべき点は、全国でも、京都府でも、丹後地域でも全体に１世帯当たりの人数が

減ってきており、単身高齢世帯がふえている点であります。

このように人口減少、核家族化、１世帯当たりの人数の減少は、今後は経済、福祉、その他い

ろんな分野でかなりの影響が出てくることが予測されます。人口なんて勝手にふえて、勝手に減

っていくのではなく、いろんな施策を重ね合わせて減少を食いとめる必要があると考えます。

最近どうも、まちに活力がないと感じているのは私だけでしょうか。私は、可能な限り職場を

つくり、元気で働いてもらい、所得をふやしてもらい、その結果税収を上げる。また、福祉施策

を整え、安心・安全なまちづくりによって定住していただき、人口減少に歯どめをかける。私は

この人口と税収というこの二つは、行政トップの数値化された通信簿ではないかと、常々考えて

おります。

町長はまず、新町になったこの５年間、国勢調査に見る人口の減少、近年ずっと減り続けてい

る税収、この数字が示してる状況をどう思っておられるのか、まずその点についてお尋ねをした

いと思います。

次に、依存財源に頼ってる当町では、とりわけ国からの地方交付税が命綱であります。単純で

はないと思いますが、人口が算定の大きなファクターであることは間違いないと思いますが、大

まかな数字で結構でございますので、この人口と交付税のかかわりをわかりやすくお答えをお願

いしたい。

次に、現在の人口減少、単身高齢世帯への対応について、現在は何もしてないわけではないと

思いますので、現在の施策と今後の具体的な対応策についてお尋ねをいたします。

また、特に人口問題につきましては、若者定住や団塊の世代のＩターン、Ｕターンなどが重要
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施策となると思います。どのご家庭も、できれば息子さんや娘さんに家に帰ってきてほしい。

１世帯平均２．８人という数字は、まことに寂しい限りであります。家族団らんというぬくもり

が家庭から消え去ってしまったのが残念であり、また、先祖の供養やお墓の維持など、大変気に

されてる方が多いと聞いています。こうした対策としまして、若者定住やＩターン、Ｕターンを

今後どう施策として考えておられるのかお尋ねをします。

また、次に、核家族化が進む中、高齢世帯に対する施策であります。人口減少率が大きい自治

体は、おおむね高齢者の割合が高く、当町もそうであります。世帯の細分化は無縁社会につなが

り、支え合いやきずなをつくる施策を展開しなくてはなりません。高齢者の見守り活動、買い物

が行けない人の買い物支援など、孤立を防ぐ新たな対策が必要と思いますが、この点につきまし

ても町長のお考えをお聞きします。

以上、国勢調査から見る人口減少の歯どめ策と高齢化世帯がふえる中での対策についてお尋ね

をし、私の第１回目の質問は終わります。よろしくご答弁お願いします。

議 長（井田義之） 答弁を求めます。

太田町長。

町 長（太田貴美） 谷口議員、ご質問の国勢調査から見る人口問題についてお答えいたします。

まず、人口減の現状とその歯どめ策についての１点目、人口の減少、税収の減少を考えれば、

町の活力が失われてきているように思えるがについてでございます。

先日、平成２２年国勢調査によります速報値が報道発表されました。本庁は平成１７年国勢調

査と比較して、人口で１，４４９人減の２万３，４５７人、世帯数で１９世帯増の８，３４５世

帯となっているところでございます。

国勢調査ごとに人口が減少している状況で、町の税収がどのようになっているかと申し上げま

すと、平成２３年度の予算計上額は約１７億４，８００万円でございます。所得税の税源移譲が

あった平成１９年度決算では、約１９億２，７００万円となっており、比較いたしますと大幅な

減額となっている状況でございます。

税収は自主財源の柱であり、人口の減少も大きく起因しているものというふうに考えておりま

す。

２点目の、地方交付税の算定にかかわる影響でございますが、普通交付税の基準財政需要額を

算定する中で、人口を基礎数値とする費目は、消防費をはじめとする１４費目がございます。ま

た、世帯を基礎数値とする費目は、徴税費などの２費目でございます。ここで平成２２年度の算

定ベースにおいて、それぞれを速報値に置きかえますと、おおむね２億２，０００万円程度の減

額になるものと試算いたしております。なお、平成２３年度の普通交付税はこれらも加味したも

ので試算いたして、計上いたしております。

３点目に、現在の施策と今後に向けた人口減少歯どめ策についてでございます。

ご承知のように、与謝野町は合併以来福祉施策を重点的に取り組んでまいりました。民間活力

等も活用しながら、各種の福祉施設等の整備を推進し、２３年度には加悦地域に福祉複合施設の

建設も始まります。これらの施設は、多くの雇用の場を創出し、働く場の確保に貢献していると

ころでございます。今後もこれら施策を推進しながら、雇用の場の拡大に努めてまいりたいとい

うふうに思います。
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また、産業振興計画も策定し、これの実行に向けて鋭意協議を行っているところでございます。

中小企業振興条例の策定をはじめ、懸案となっております産業振興にも全力を傾注し、人口の歯

どめ対策を講じていきたいというふうに考えてるところでございます。

４点目の、若者のＩターン、Ｕターンと定住に向けた、さらなる促進策についてでございます。

若者がなぜ地元に残らないのか。それは、自分がつきたいと思う仕事がないということでござい

ます。だからといって企業誘致ができるかということになりますと、現状では非常にハードルが

高いと言わざるを得ません。

地元の企業に就職した場合、都会と比べると賃金も安いわけでございますが、賃金が安くても

田舎では食べていける環境を整えていくことが行政に求められているのではないかというふうに

考えます。

例えば、保育所の問題一つをとってみましても、田舎では定員割れ、都会では待機児童が多く

いるという現状があり、都会では共働きをしようと思ってもできないという実態があります。こ

のような実態に目を向け、一例として本町の保育施設を重点的に推進し、長時間保育等のサービ

スを充実させ、いろいろな共働きにも対応できるような状況を創出し、賃金は安くても生活がで

きる環境を整えていくことも一つの考え方ではないでしょうか。

ただし、今の財政状況では幾らお金を使ってもいいということにはなりませんので、それなり

の知恵と工夫が必要であるということは言うまでもありません。

また、本町には豊かな農地と山林があります。後継者等の問題から今後維持していくことも大

変な状況になっているところでございますが、これらに目を向けた産業振興策がないか、十分検

討をしてみる必要があるというふうに考えております。

５点目の核家族化が進む中、高齢単身世帯に対する見守り活動や孤立を防ぐ新たな施策の必要

性があるのではということにつきまして、お答えいたします。

本町の高齢化率は２９％を超えており、その中で高齢単身世帯は山添議員にお答えしましたよ

うに２２年度は７４９世帯と、年々増加傾向にあります。

見守り活動としましては、現時点では民生委員活動としての友愛訪問、また、社協が行ってい

るひとり暮らしの高齢者の集いへの参加啓発を行っていただいております。また、町の配食サー

ビス受給者の方にはお弁当持参する際に安否確認をさせていただくことを義務づけて、実施され

ております。

さらに、お年寄りの引きこもりなどを防ぐため、各地区でのふれあいサロンの開催や二次予防

事業の対象者、これは特定高齢者の方におたっしゃ倶楽部や物忘れ予防教室などの教室を実施し

たり、元気な高齢者の方を対象とした健康づくり事業など、それぞれの対象者を絞った取り組み

を行い、高齢者の方が家から外に出ていただく事業を実施いたしております。

高齢になっても元気で暮らしていただくことが大変重要でありますので、今後も介護予防事業

等の充実をさらに図っていくことといたしております。

次に、６点目のご質問の高齢世帯に対するいわゆる買い物難民、といいますか、買い物支援策

を考える必要があるのではについてお答えいたします。

大型スーパーの進出や経営者の高齢化により個人商店が次々閉鎖されていく昨今、地元から買

い物に出かける手段がない方や、また、医療機関に通う手段がない方が多くなりました。民間事
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業では、デイサービスセンターの場所がショッピングセンターと併設された福祉サービス事務所

もあり、デイサービスの帰りに買い物ができる支援をしていただき、事業所のアイデアで利用者

の支援を工夫いただいております。

一方、行政としましては、この解決法の一つとして、平成２１年３月からひまわりバスの運行

を開始し、交通不便地域の方の通院支援や買い物支援を行ってまいりました。ダイヤの都合や行

先に限りはございますが、買い物など多くの皆様のご利用をいただきたいというふうに思ってお

ります。

以上で、谷口議員ご質問の答弁とさせていただきます。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７番（谷口忠弘） まず、第１点目の質問でありますけども、人口の減少ですね、税収の減少を考え

れば、町の活力が失われてるように私は思えるんですけども、町長はどう思われますか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 先ほども申し上げましたけれども、それはそうした相対的な関係にあるというふ

うに思っております。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７番（谷口忠弘） これは私、第１回目の質問でも言いましたけども、私はこれは人口の増減とか、

税収の増減というのは、これは大変気にかかる数字でございまして、私は、この実態数値が最終

的には町の活力のバロメーターになるのではないかなと、私はそう考えてるんです。

私は、以前会社勤めをしておりまして、営業も経験しまして、また、結婚してからは商売をさ

せていただいておるんですけれども、会社時代は厳しいノルマがありました。今商売してる中で

は、損益分岐点という、商売を続けていく中で最低達成しないと経営の継続が難しいと、こうい

う目標値があります。そこで、町長は、与謝野町は会社ではございませんけども、何を目標値と

定めて、与謝野町の経営をされておられるのか、その点はあればお聞かせください。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 何をと言われますとちょっとお答えしかねますけれども、それは一番理想として

は不交付団体、交付税をいただかなくても自分とこの税収で自前の経営ができる、それが一番の

理想だというふうに思っております。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７番（谷口忠弘） 今、おっしゃられたことが理想だと、そういう理想に近づけるために頑張ってお

られると、こういうことだろうと、私思うんですね。「水・緑・空 笑顔かがやくふれあいのま

ち」このキャッチフレーズというか、これを目指したまちづくりですね。総合計画が立てられて、

今５年目、ちょうど折り返しですね。こういう時期であります。

町長は、この１０年計画、この折り返し地点の５年目、十分にこの計画が進んでいると、こう

いうぐあいにお思いなのか、中間点に立った時点で考えておられると思うんですけども、感想を

いただきたいなと思うんですけど。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 十分にできているとは思っておりませんが、おおむね計画にのっとった形で進め

られているというふうに思っております。
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それから、不交付団体につきましても、今の状況、京都府下にあります不交付団体、自治体に

おきましても、それが維持できないような非常に厳しい状況になっているということも事実でご

ざいます。日本の社会経済全体が、非常に沈んできているというあらわれではないかというふう

に感じております。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７番（谷口忠弘） 立派な計画書なんですけども、計画書をつくったけども、大きな、例えば目標と

する数値を持たないで、ただひたすらに夢を追い続けて、後の結果は野となれ山となれと、こう

言えば言い過ぎかもわかりませんけど。実際の目標数値というのは要るのではないかなというふ

うに、私は常々思っております。計画をつくるぐらいなら、極端に言えばだれでもつくれるわけ

ですから、それを達成するには、確かに生易しいものではなくて、自分にプレッシャーをかけて、

人を動かすということが大事ではないかなというぐあいに思います。

今回の人口調査によりますと、丹後２市２町の平均の６．６％より当町の減少率は５．８％で

すから少し低いということで、努力の跡は伺えるわけですけども、税収につきましては、平成

２１年度、先ほどもちょっと答弁でおっしゃられましたけども、２１年度決算では前年よりも

１億円減少して、約１０％の減少率であります。また、非常に寂しいことではありますけども、

新年度予算は４．３％を減少するという、非常に寂しい案であります。

予算は、いろいろな施策を講じるために使われるわけですけども、結局は子育て支援でありま

すとか、各種福祉施策は、これいわば戦術でありまして、目的は何かというと、人口減少を食い

とめると、こういう施策であります。また、商工や農林などは、主にいろんな形で業者さんに、

営業されてる方に支援をして、所得を上げてもらって、ひいては税収を上げると。こういうため

にであります。いわゆる目的を達成するために手段を講じると。戦術と戦略でありますね。

そこで、もう一回お聞きしますけども、約３００人もの職員さんを雇って、先ほど言いました

ように、株式会社ではないですけども、与謝野町株式会社の最高経営責任者としてどこに責任を

感じて、どこに自己責任を背負っておられるのか、再度町長にお尋ねをいたします。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 先ほど谷口議員は非常に言い過ぎたと言われましたかね。計画そのものも住民の

皆さんとともに立てた計画ですし、それらについて目標を設定して、毎年毎年その目標に向かっ

て進んでいるかをチェックしながら、ローリング方式で総合計画を推進してきてまいっておりま

す。

それにつきましても、総合計画審議会の皆さん方にもお世話になって、それをチェックしてい

ただき、また、議会では予算あるいは決算に議員の皆さん方にチェックをしていただいてやって

おります。

ですから、決して何もしてないということにはならない、やはりそうした手順を踏んで、皆さ

んと共有した計画を今進めているところでございます。

何を中心にということをおっしゃいますけれども、町政、町の運営をしていくには、やはりバ

ランスよく一般の企業と違いますのはその点でございます。一般の企業ですと、ある程度の額、

金額あるいは結果というものが数値であらわれますけれども、数値であらわれないところに行政

が手を入れていく、その役割を果たすのが我々町政を預かる者の役目だというふうに思っており
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ます。費用対効果、それも大事ですし、そのことによって財政的に一時期苦しいことがあるかも

わかりませんが、それをうまく運営し、回していく、そのことが町政運営にとって非常に大事な

ことだというふうに私は思っております。大きな事業がなければ当然、それの支出も少なくなり

ますし、また、それに伴います借金も少なくなりますから、町の予算規摸は小さくなるでしょう

し、そのバランスをどうとっていくか、それを議会の皆さん方とチェックをしながら進めていく

ということだというふうに私自身は理解しております。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） なかなかちょっと議論がかみ合いませんけれども、時代はめまぐるしく動いてい

るわけですよね。私は町のかじ取り、とりわけ財政運営につきましては、私は今後、とぎすまさ

れた経営感覚が町長には必要になってくると、こういうぐあいに思っております。

一方、税収につきまして、税収は年々減りぎみでありますけれども、その理由は長引く不況に

よる影響で税収が落ちていると、こう簡単に説明をいただいておりますけれども、長引く不況と

いうのは、私も確かにそうだと思います。もう少し、この落ち込みの分析というものをされてい

るのかどうか、その点についてお尋ねをしたいと思います。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） この税収の落ち込みも、中身まで、それぞれ分析というところまでは至っており

ません。ただ、全体の税収が沈んでいく、その数値等から推察できる状況、どういった分野が税

収が減っていて、どういう分野の事業所が減っていってるというような、そうした中身からの分

析はできましても、それを一つ一つということにまでは至っておりません。全体の、それぞれの

個々の中での数値であるというふうに思います。

それと、ちょっと谷口議員と意見がずれるという点につきましては、先ほどおっしゃいました

交付税というものの考え方に少しずれがあるんではないかなというふうに思いますので、吉田参

事のほうから、そうした基本的なところをもう一度少し説明がさせていただきたいというふうに

思います。

議 長（井田義之） 吉田参事兼企画財政課長。

参事兼企画財政課長（吉田伸吾） 交付税制度につきまして、ずれがあるのかないのか、それはちょっと

わかりませんけれども、私なりに交付税制度はこういうものであるということを簡単にご説明申

し上げたいというふうに思います。何回も議会でも申し上げました。地方交付税は何のためにあ

るのか、それは税収の低い町、税収の高い町、そこに住む人たちがサービスの格差があってはな

らないと、どこの町に住んでも標準的な行政サービスが受けられるように国税の一定割合を地方

交付税として配分することによって、標準的な行政サービスを受けられるということを保障する

というのが地方交付税でございます。

この地方交付税の算定につきましては、これは首長の力量だとか、そういったものではなしに、

計算式がございまして、いわゆる消防費なら、この町では幾ら要る。社会福祉に、この町なら幾

ら要るということを計算して、すべて足し上げましたものが、基準財政需要額と呼んでおります。

この基準財政需要額の総額が、いわゆる標準的行政サービスを確保していく上での、その町に必

要なお金であるという理論的な計算でございます。

それから、その額が直接、その町に交付されるのではなしに、じゃあその町は幾ら収入がある
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のかということになります。これを基準財政収入額というふうに呼んでおります。税収と、譲与

税というのが、大体基準財政収入額です。その町が幾ら税収があるかと、これが大体基準財政収

入額です。基準財政需要額よりも基準財政収入額が少なければ交付税が交付をされる。これが交

付団体と呼んでおります。逆に基準財政需要額よりも基準財政収入額が多い場合は、これは交付

税が交付されない。不交付団体と呼んでおります。京都府下では久御山町が１町あるのみだとい

うふうに聞いております。

そこで、もちろん税収が多くあればあるほど、それはいいと思いますし、もちろん町の活性化

にもつながるだろうというふうに思います。ただ、税収がふえたから、じゃあ町の財政規模が、

そのまま膨らむのかということにはならないということでございます。例えば、税収が１億円ふ

えた。じゃあその１億円が財政規模に丸々プラスされるかといいますと、そうではない。いわゆ

る７５％は基準財政収入額に算入をされますので、２５％の２，５００万円、これが、いわゆる

町の財政規模としては多くなる額であるということでございますので、税収がふえたから、その

分だけ町の財政規模がふえるというものではないということでございます。

もちろん税収が多くなればなるほど、それは町の活性化につながっていきますし、町の皆さん

の元気も出てくるということは間違いない事実でございます。以上でございます。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） 私は交付税の理論をお聞きしたのではなくて、直接。要するに税収は町の活力の

バロメーターという位置づけはおかしいですかと、そのとおりじゃないんですかということをお

聞きしたかったわけでして、今の吉田参事のお答えでは、それはそういうことだというぐあいに

受けとめさせていただきます。町長も、そういう受けとめ方で結構ですか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 一つのバロメーターだというふうに思っております。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） 先ほど、ちょっとご答弁をいただいた中で、どうも合点がいかないことが一つご

ざいまして、税収ですね、これが減り続けていると、先ほど言いましたように、長引く不況のた

めに、これは税収は減り続けているんだと、しかし、この税収がなぜへこんでおるのか、どうい

う状態でへこんでおるのかという中身の精査は全然していないと、こういうようなお答えだった

と思うんですけれども、中身の精査をしないで施策が打てるんでしょうかね。やはり、なぜ減っ

ているかという原因を突きとめて、それに対する対策を打つのが普通ではないかなというように

思うんですけれども、甘んじて税収が減っているのを見ているだけだと、こういうことなんでし

ょうかね。その点について、お答えができる方があれば答えていただきたい。

議 長（井田義之） 吉田参事兼企画財政課長。

参事兼企画財政課長（吉田伸吾） お答えをいたします。何も分析をしていないかということ、そういう

ことではございません。我々、毎年予算編成をするわけでございますけれども、税については、

税務課から予算要求が上がってまいります。その中で営業所得はどうなった、給与所得がどうな

った、農業所得がどうなった。それらを見させていただいております。ですから、営業所得が減

るならば、どんな営業があるのかというところにつきましても、一定聞かせていただきまして、

ああ現状はこうなっているんだなということを、ある程度は頭に入れながら、予算査定を行わせ
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ていただいておるという状況でございます。

それから、商工観光課のほうにおきましても、産業振興計画を立てております。その中でいろ

んな業種にわたって、現状と、それから、現状がこうだから、今後はこうしなければならないと

いうようなことを計画で上げさせていただいております。そういう中で、今後の対策ということ

を立てているということは、現状を分析した上でのことでございますので、全く税が落ちること

を分析していないということにはならないだろうというふうに思っております。その原則に立っ

て、今後の産業振興施策なり、福祉施策なり、そういったものを立てていくということであろう

というふうに思っております。

それから、これは詭弁とおっしゃるかもわかりませんけれども、行政がやっておる仕事といい

ますのは、これはすべて産業振興も視野に入れたものだろうというふうに思っています。まず、

例えば、福祉施策で保育行政、これをやっておりますのは、やはり、そういった子供たちの保育

を預かりながら働く時間を保障していく。それから、保健衛生にいたしましても、いわゆるごみ

の収集だとか、そういったこと。それらをすべて町の人たちにやってくださいということでは、

働く時間もない。だから、行政が引き受けよう、働く時間を提供しようということではないんで

しょうか。それから、例えば教育、教育にしたって学校、いわゆる将来の与謝野町や日本を背負

って立つ人間を人材育成しようと思えば、教育は大事です。それも産業振興につながることだろ

うというふうに思っています。ですから、民間ではできない、いわゆる直接的な産業振興ではあ

りませんけれども、そこを、いわゆる助けていく施策を打っていく。これも一つの産業振興を推

進していく行政の役割だろうというふうに思っております。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） 私は人口と税収に着目するのは、いみじくも昨日、赤松議員から京都新聞の記事

が紹介をされました。要は合併したから問題が解決したのではなくて、財政運営を険しくしてい

るのは、とまらない人口減少と地域経済の沈滞による財政基盤の先細りであると、こういうぐあ

いに論じてあるわけです。私も全くそうだなというぐあいに思います。

ここに手を打たなければ、今後の町の将来というのは、なかなか厳しいのではないかなと、こ

ういうぐあいに思っております。

先ほど、町長の答弁では、１０年間の折り返しで、順調にいっておるというようなご答弁でご

ざいました。この計画書をちょっとよくよく見ますと、将来人口の推計という項目があるんです

ね。２０ページにございました。平成１７年、これは２万４，９０６人であります。２００５年

ですね。これは前回の国勢調査の結果の数字であります。３２年まで、１５年先まで一応推計を

されておられます。２万１，４２３人になるという集計でありますね。平成１７年から５年たっ

て、この２２年ですね。予測数値はどれぐらいであるか、ご存じであれば聞かせてください。

議 長（井田義之） 答弁を求めます。

太田町長。

町 長（太田貴美） 今ここに資料を持っておりませんので、お答えすることができませんけれども、

今おっしゃっているのは総合計画の中にある数値ですね、それは、その時点で想定した人口を上

げさせていただいております。ですから、確実な数字ではございませんが、そうした予測を立て

てたということでございます。
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議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） 私は、てっきり、どなたかはご存じかなと思ってお聞きしたんですけれども、私

の手元に持っているんですよ、これ。これなんですね。これの２０ページに予想としましては、

予測ですね、２万３，９６２人ということは、平成２２年で予測数値でございます。今回、調査

結果、２万３，４５７人なんですね。既に、この時点で予測よりも５０５人減少しているんです

よね。予測よりも５０５人減少しているんです。確かに予測というのは、あらゆる手法を使って

も、私は予測するのは難しいだろうというぐあいに思うんですけれども、この５年間で、これだ

けのずれが生じるということでございまして、この全体の計画の精度と申しますか、これが狂い

はしないかというぐあいに心配しているんですけれども、この点につきまして、町長は、先ほど

の答弁では順調に５年間推移していると、これ人口だけとって、どうのこうのというのはおかし

いことかもわかりませんけれども、ここでも大きく計画修正が必要ではないんでしょうか。その

点について、お尋ねをします。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） １０年間の計画でございます。それらについての予測を立てた根拠等々も吉田参

事のほうが承知していると思いますので、答えさせていただきます。

議 長（井田義之） 吉田参事兼企画財政課長。

参事兼企画財政課長（吉田伸吾） お答えをいたします。人口の推計につきましては、その当時の、いわ

ゆる数値を使い、過去の人口の減少率等から勘案しまして、コーホート要因法という方法がある

わけでございますけれども、その方法で推計をした数字がそうであるということでございます。

ですから、その推計よりも人口の減少が多くなったということは事実でございます。

それから、修正するかしないかにつきましては１０年間の計画のうちの前期の５年間の今、基

本計画を実施中ではございます。２３年度に入りましたら、いわゆる後期の基本計画の策定の準

備に入る計画でございます。その中で人口等につきましても検討を加えていく必要があるだろう

というふうに思っております。

それから、先ほど谷口議員から数値目標だとか、どこの数値を目指しているのかというような

お話がありましたけれども、町全体で、どの数値を目指すかということではなしに、施策別に目

標とする数値を掲げて、いわゆるベンチマークです。例えば、施策の中で、施策体系の中で安心

と生きがいのある福祉のまちづくり、これで７０事業ぐらいやっておるわけでございますが、そ

の事業で、じゃあ親子の保健の充実だとか、保育サービスの充実だとか、いろんな個別の政策を

うたっております。その中で、じゃあこの年度は数字的に、ここまで持っていこうという数値目

標、そういったものは掲げさせていただいておりまして、その数値目標の達成度も総合計画審議

会等で確認をいただいているところでございます。

すべてが数値目標どおりにいっているというわけではございません。届かない部分もあります

けれども、数値目標を達成したものもございますので、そういったことで、この総合計画が実現

するように努力をさせていただいているということも少しはお認めいただけたらというふうに思

っております。以上でございます。

議 長（井田義之） 谷口議員の質問の途中ですが、ここで２時４５分まで休憩いたします。

（休憩 午後 ２時３１分）
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（再開 午後 ２時４５分）

議 長（井田義之） 休憩を閉じ、谷口忠弘議員の一般質問を続行します

谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） 先ほどから企画財政課長の答弁をいただいておりますけれども、確かに各課でい

ろんな目標を立てられて、ベンチマークを設けて、その進度をチェックされて、その到達ぐあい

を確認されているのはわかるんですけれども、私は町長に質問をしておるのは、そういう各課の

細かいことではなしに、先ほどから何回も言っていますように最高経営者としてのもう少し大局

観を持った数値目標というものがないんですかと、こういうぐあいにお聞きしているわけでして、

各課の細かい数字を羅列をしているのをお聞きしているわけではないんです。もう１回、お聞き

しますけれども、その大局観を持った数値目標というのは、お持ちなんですか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 数値目標としてきっちりと持ってはおりません。一つの考え方の中で、確かに先

ほどおっしゃったように税収、そして、人口、これも大事でしょうし、それが大きく町の元気、

活力につながっていくものだと思いますけれども、もう一つ、やはり大事なのは、そこに住んで

いる人の力、要するにマンパワーが一番大事ではないかなと思います。それを示しますのが、今

までにもいろんな、小さい村であっても、そこに住む高齢者であっても、その方たちが頑張って

一つの枯れ葉でお金をもうけることを考えられたり、あるいは、身近に自分たちが、いつもつく

っている農業でできた産物で地域の特産品をつくったり、あるいはうちの場合ですと福祉という

切り口の中で、それを担う人づくりを行ったりというふうに、それぞれの町のいろんな特色やら

目標があろうかと思いますけれども、それはなかなか数値であらわせるものではないというふう

に思っています。そうなれば経営者としてペケじゃないかというふうなおしかりを受けるかもわ

かりませんけれども、私は決して、その数値で割り切れるものではなくて、やはり、それらがう

まく回っていくように、おのおのの人たちが自分の思いを実現できるような、先ほど来、出てい

ますように、１人でできなかったら、それを、手をつないでみんなでやってくんだという、そう

いう気持ちを起こしていただけるような、そうした施策に取り組んでいきたいというのが私の考

え方でございます。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） 今のお答えでは、当然、人口でありますとか、税収も大変重きを置いた数字と受

けとめていると、こういうご答弁でございましたので、ぜひいろんな施策を講じられて、人口減

少の歯どめを、ぜひつけてほしいなというぐあいに思います。

今回の国勢調査の結果を見まして、各自治体、新聞なんかの切れ端をたくさん持っているんで

すけれども、各自治体も大変心配をしているような状況みたいです。本格的にいろんな施策を新

年度予算に盛り込んで、人口減少の歯どめをかけよということが、ありありとわかるような市町

村の予算づけもたくさんございます。

当町はちょっと私も、これは新年度予算の中で言えばいいかもわかりませんけれども、この点

について力点を置いているというぐあいに、どうも見えづらいんですけれども、どうも総花過ぎ

て、まだ、ここまでの危機感がないのかなというぐあいに感じたりするんですけれども、町長は

どう、この新年度予算ですね、この人口減少の歯どめについて重きを置こうとされたのかどうか、



－203－

その点についてもお尋ねしたいと思いますけれども。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 通告の中にはないので、直接、お答えすることにはなりませんけれども、先ほど

も申し上げましたように、やはり同じ人口であっても、その住んでいる方が、やはり健康で元気

に、この町で住んでいただける、その質が問題だというふうに思います。新たな新しい振興国あ

たりは若い方が大勢産まれ、そして、急激な、そうした若者の数の増というものが起こっており

ます。それも果たして人口増でいいのかどうかというと、やはり、それについていく体制、ある

いは仕組みというものが大事だというふうに思いますし、そういう反対の立場から考えたら、そ

ういう気もいたします。そういう点では、ここに今いる方たちができるだけ、この地で育ち、そ

して、仕事をし、定住していただけるような、そうしたことを行っていくためには、やはりそこ

に住む施策の質が問われてくるというふうに思いますので、それで終わらせて、そういった気持

ちが一つの答弁かというふうに思います。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） これは前日でしたか、一日目でしたか、浪江議員のほうから空き家対策について

の質問がございました。空き家対策ととらえると、町長のご答弁がありましたように、非常に行

政がタッチするのは難しいと、民間での話ですのでというような答弁だったと思うんですけれど

も、しかし、転じて、これは人口減少の問題ととらえて、何とかＩターン、Ｕターンするための

住居を確保すると、そういう観点からとらえてみる必要があるんではないかなというぐあいに思

うんですね。綾部市では、この４月から移住者をふやそうと、空き家を利用した住居確保に乗り

出すと、市内に３８０棟近くある空き家を所有者から無償で借り上げ、市が３００万円を投じて

市営住宅に改装する。移住者は１回の契約で最大１０年間、月３万円の家賃で住めると、こうい

うことの施策を打ち出されまして、新年度の予算に計上されてあります。また、これは先ほど山

添議員の質問の中でおっしゃられた婚活の問題であります。この婚活につきましても、この人口

の減少に何とか歯どめをかけたいということで、和歌山県のある町ですけれども、要するに婚活

を支援する事業に乗り出すというようなことやら、奈良県でも、そういうようなことが書いてあ

ります。こうして非常に確かに、こういうことに乗り出すというのは、非常に難しい側面がある

と思いますけれども、先ほどから言いますように、何とか、この人口減少に歯どめをかけたいと

いう施策ととらえて、やっぱり行政が一歩踏み出すような施策を考えなくてはならないというぐ

あいに思うんですけれども、その点につきまして、町長のご答弁をお願いします。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） どうお答えしたらいいのか、ちょっとあれなんですけれども、いろんな施策の中

で、これがという、そういうものではない、全体の中での、そうした努力の積み重ねが一つにな

って、増につながっていくんだというふうに思います。あるとき、いっとき、分譲宅地をして、

それがばっと埋まれば、その地域は非常に活性化して、大きな成果が上がりますけれども、また、

いずれかすると、それは疲弊していくというようなことが、もう現実、都会でも起こっているこ

とでございます。空き家なんかにつきましては、やはり民間に、そういうことを業とする方もお

られますし、そうした民活でしていただくことのほうが行政が手をかけてするよりも以上にいい

というふうに思っております。



－204－

それと、昨日もマスタープラン等の話が出ましたけれども、それとても同じものを取り崩して、

そして、同じようなものを建てるのではなしに、旧町のときも同じ建てかえるのなら、今の時代

に合ったものをということで、１階を老人向けの、そうしたケアもひっついたような住宅を、そ

して、その後を一般の方向きというような案を出しましたけれども、当時は建設、国土交通省と

厚生労働省となかなか相入れないところがあって、できませんでしたが、今後、やはりこれだけ

規制緩和が起こってくる中で、その地域地域に合った取り組みというものが大事になってくると

思いますし、そうしたことにつきましては、やはりいろんな知恵を出していただく中で、例えば、

こういうものをどうだということになりますけれども、行政としてやれること。そしてまた、民

間の方がお世話になったほうがいいこと等がありますし、それらを見きわめながら両方で力を合

わせて一定の方向に進めていけるような、そういう施策を打っていきたいというふうに考えてお

ります。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） 確かに、こういう空き家対策について、民間の家を賃貸借するというのは大変難

しい側面があると思うんですね。そこまで足を踏み込めなくても、これは宮津市の例ですけれど

も、宮津市のほうも大変人口減少に悩んでおられまして、新聞記事でありますけれども、支援セ

ンターを設置して、移住希望者対象の窓口を設けるほか、市内の空き家や空き店舗の状況などを

掌握し、賃貸や売却の意思がある物件かどうかをホームページで公開すると、こういうような新

聞記事も載っております。

要するに、やはり紹介があったら、やっぱり実態を掌握して、紹介があれば紹介をしてあげる

という段階だけでも、やっぱり進むべきではないかなと思うんですね。当町は、まだ、全然そう

いう、どこにどういう空き家があって、どういう状態かということを全体的に掌握していないと

いうぐあいに思うんですね。だから、掌握するぐらい掌握してあげて、そして、やっぱり問い合

わせがあれば紹介をしてあげると、そこから先はなかなか難しい側面があると思うんですけれど

も、実態を掌握するということ、要するに窓口、総合窓口を設けると､こういう点は非常に大事

ではないかなというぐあいに思うんですけれども、そこまでも踏み込むのは無理でしょうかね。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） それぞれの町や市で、いろいろと工夫をして、そうしたことに対策をしておられ

ます。与謝野町の場合には、そうではなしに、そういった点については民間でやっていただけた

らというふうに思っております。

町が一つ一つある空き家を、どうこうこうこういうことについては、やはりそこに発生する、

いろんな権利問題もありますから、あいている、それを一つ一つ調べて云々ということについて

は、これは私は、そうではなしに、そういったことで空き家があるので、これを何とかしてほし

い、一定の手続を踏んでやりたいというようなことについては、それは一つの業として成り立つ

わけですから、そうしたサイトの中で、町の持っていますサイトの中で、そうしたことをやる業

が起こってもいいんではないかと、私自身は思います。それは、それぞれの町のやり方がありま

すので、今のところ、そうしたことについては町は考えておりません。一つのご提案として今後

には検討することが必要かもわかりませんが、今の段階では、そうしたことは考えておりません。

議 長（井田義之） 谷口議員。
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１ ７ 番（谷口忠弘） 今お聞きしたら、そういうことは考えていないと､要するに人口減少に歯どめを

かけたいという強い意志が全然あらわれてこないんですね。何かやっぱり手だてを加えないと、

難しい、難しいばかりでは全然話が進まないと、私はそう考えております。何も難しいところま

で、先ほどから言いますけれども、手を出さなくても、実態を調査して、紹介をされたら、紹介

に応じてあげると、こういうことぐらいは、そんなに難しい問題ではないのではないかなと私自

身は、そう考えます。

次に、今回の国勢調査の特徴の一つは､世帯数が４．８％伸びて、一世帯当たりの人数が過去

最少の２．４６人まで低下したことは一つ大きな要因として上げられます。最近よく地域のつな

がりが希薄になったと、こうよく言われます。都市部に比べて当町はまだ、町内でありますとか、

隣組単位でのつながりが保たれているほうですけれども、今後、高齢、単身世帯がふえると、先

ほどでは７４９世帯あるというようなお話も聞きました。新しい公共の概念というのが必要にな

ってくると思うんですけれども、今までの施策で十分なんでしょうかね。先ほど、社協での配食

サービスで高齢者の安否確認、こういうのをされているというようなお話がございました。

今、ご案内した７４９件のうち、この独居高齢者の数、この社協での配食サービスで、どれぐ

らいの数をカバーされているんですか。わかればお聞かせをいただきたいなと思うんですけれど

も。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 具体的な数については、承知しておりませんけれども、それよりも定住政策とい

いますか、人口減をとめる、そうした施策ということにつきましては、先ほどからも申し上げて

おりますように、空き家対策だけではない、いろんな対策の中で、そうしたことがある意味、よ

その町よりも減が抑えられているというふうに、私自身は考えております。全体的には減ってい

く傾向にある中で、減り方が緩やかといいますか、そうした点については、いろんな町で行って

いる施策が功を奏しているんではないかなというふうに思っております。というのは、例えば今

回、福祉の施設をつくります。あそこでは雇用が、また、１００名ほどふえると思います。町内

の方もおられるでしょうし、町外から勤める方もおられるでしょうし、また、そこに入られる老

人の方たち、あるいは人につきましても、よそから入ってこられることもあるでしょうし、その

人がふえるということも先ほど来、出ていますように、活性化の一つの要因ですけれども、その

先ほど来、申し上げていますように、やはりそうした人口もですし、税収もですけれども、やは

りそこに住む人たちが、自分たちの町をどうしていこうという、そういう力が結局は、その町を

元気にするというふうに思います。

ですから、社協頼み、民生委員頼みではなしに、そこに住んでいる人たち、本当の隣近所が力

を合わせてやっていく、そういうつながりが今、一番大事で、これからも、そのつながりを大事

にしていく中で、人口を食いとめていくという大きな手だてになるんではないかなというふうに

思っております。そうしたつながりの中から生まれてくる活性、元気というものに対して町は支

援をしていくという方向で考えていきたいというふうに思っております。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） 私も、その町長が言われているように、別にマンパワーを何も否定してるわけで

も何でもないんですけれども、やはり具体的に施策として推進していくと、もちろん人を頼りに
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して、輪を広げていくということも大事なんですけれども、具体的に、これでもだめだったら、

次は、この手を打つんだというような、そういう施策の展開がどうしても必要になるんじゃない

かなというぐあいに思います。

先ほどの、ちょっとご答弁いただいていないんですけれども、７４９世帯になるのかどうかわ

かりませんけれども、この安否確認ですね、どれぐらいカバーできているとお思いなんですかね、

今の現状。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 正確な数はわかりませんけれども、ほとんどお弁当を持っていって、その数を回

収してくるということについては、ほとんどの安否確認ができているというふうに理解しており

ます。あれでしたら福祉課長のほうから答弁させます。

議 長（井田義之） 佐賀福祉課長。

福祉課長（佐賀義之） ご質問のありました、この７４９名の世帯のうち安否確認ということでございま

す。この配食サービス部分でいいますと、大体登録いただいていますのが１５０人から１６０人

ぐらい登録いただいて、大体一月に１００名程度がご利用をいただいて、その方々の安否確認を

させていただいております。

この方については、最高、週５食、月曜日から金曜日まで５食の方もありますし、また、お家

の状態によっては週１食の方もありますので、５食の方については毎日、ほぼ毎日、安否確認が

できますし、週１回のお家については、週１回の安否確認ということになります。そういったこ

とで、その大体１００名といいますと、７４９世帯のうち平均で１００名程度については、常に

安否確認をさせていただいておりますし、町長も答えておりましたように、後の残りの方につい

ては民生委員との連携ということがございます。民生委員についても、独居の方のお家について

は定期的に訪問をいただいて、そして、福祉のほうにつないでいただいたり、また、保健のほう

につなげる必要の方については、本当にスムーズにつないでいただきまして、そのサービスが行

き届くように連携をとっておりますので、そのあたりは安心していただきたいというように思い

ます。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） もう一つ、ちょっと気になりますことが、社協や、そういうとこ頼みということ

で、町の施策がないじゃないかというふうなご指摘ではなかったかと思いますけれども、先ほど

の給食サービスにつきましても、これも社協さんに、町のほうが委託をするといいますか、そう

いう形で直接社協さん、我々の業務はしておりませんけれども、側面からの応援という形で、そ

れはさせていただいております。

ですから、先ほどからちょっと誤解があるかと思いますけれども、その空き家の支援云々とい

うことであれば、それらについては、民間でされることについて、町がどの程度協力ができるか

というようなことは、丸々町が、そうしたことはできないとしましても、そういうことをやろう

とする、業を起こそうという方があるんであれば、それも一つできる範囲での支援の方法という

のは考えられるんではないかなというふうに思いますので、そうしたところで、民と行政と力を

合わせていくというところの知恵が必要ではないかというふうに考えております。

議 長（井田義之） 谷口議員。
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１ ７ 番（谷口忠弘） また、空き家の話になりますけども、実態調査ぐらいは、ぜひ行政のほうでして

いただきたいなというように思います。

高齢世帯の問題でありますけども、７４９軒で、配食サービスで１００軒ぐらいカバーできて、

あとは民生委員さんにと、こういうお話でございました。これは、あんまり参考になるかどうか

わかりませんけど、京都市では、都市部ですけれども、独居高齢者の孤独死を防ぐために創設し

た、ひとり暮らしお年寄り見守りサポーターというのがありまして、これの登録をするんですけ

れども、これが非常に伸び悩んでいるそうでありまして、苦肉の策といえば苦肉の策かもわかり

ませんけども、新聞や郵便物の配達時に異変があれば連絡してもらえるように、新聞社とか郵便

局に協力要請をしているそうであります。これも確かに一つの案だなというように思います。

例えば、新聞が家に３日も４日もたまっていれば何かおかしいなということに異変が気づくは

ずですから、こういう業者さんにもいろいろ協力をしていただいて、お手伝いをしていただいて

るそうであります。

議 長（井田義之） 谷口議員、１分切りましたのでまとめてください。

１ ７ 番（谷口忠弘） はい。次に、最後ですけれども、高齢者の買い物支援であります。

これ民間が参入するというても、確かにコスト的に非常に難しい面があるんですね。そこで、

行政が何か支援できないかなと、コスト面で、そういうことが検討されておられるのかどうか、

その点についてもちょっとお尋ねをしたいなと思います。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 町としては、そうしたことは考えておりません。

先ほども申し上げましたけれども、そういった不便地域の方々だけに対する対応になるかもわ

かりませんけれども、やはり町営バスのひまわりを走らせたのも病院とか、それから買い物等に

不便を感じるところの皆さんに対しての一定の、町としての大きな支援だというふうに思ってお

ります。

そのほかのことにつきましては、割合、連檐した町並みがそろっている、この与謝野町におき

ましては、お買い物に出ていけなくても、もう既にいろんなトラックに、車に、いろんなものを

載せた巡回の、そうしたもの、車がもう今、何台も入ってきております。そうしたことを考えま

すと、それも利用するというのも一つの方法でしょうし、商店の方たちが一つの工夫として、昔

やった御用聞きのような形で仕事をされているところもありますし、それは、それぞれの民間が

考えていただくと、また不便な方については、どうしてもという方にはヘルパーさんにお願いさ

れて買い物をお世話になるというふうな手だてもあるわけですから、それぞれが、お隣にお願い

するとか、いろんな方法があろうかと思いますけれども、そういうことでつながりを持ってして

いただくということがむしろ大事ではなかろうかなというふうに思っております。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） 時間が来ましたので、終わりますけども、まだ、たくさん言いたいことがあるん

ですけど、予算審議の中で、また言わせていただきます。ありがとうございました。

議 長（井田義之） これで、谷口忠弘議員の一般質問を終わります。

日程第１ 一般質問を終わります。

ちょっとすみません、暫時休憩します。
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（休憩 午後 ３時１４分）

（再開 午後 ３時１５分）

議 長（井田義之） 休憩を閉じ、本会議を続行いたします。

次に、本日議案第４０号から議案第４３号が追加提出されました。以上、４件を上程します。

追加日程第１ 議案第４０号、与謝野町職員の育児休業等に関する条例の一部改正についてを

議題とします。

提案理由の説明を求めます。

太田町長。

町 長（太田貴美） 失礼しました。

議案第４０号、与謝野町職員の育児休業等に関する条例の一部改正について、提案理由のご説

明を申し上げます。

今回の条例改正は、昨年の人事院勧告において、公務員の人事管理に関する報告が行われた中

で、非常勤職員の仕事と育児、介護の両立の観点から、地方公務員の育児休業等に関する法律を

一部改正して、一定の要件を満たした非常勤職員にも正規職員と同様の育児休業制度を認めるこ

ととなりました。

地方公務員の育児休業等に関する法律が、ことし４月１日に施行されることから、これにあわ

せて、当町職員の育児休業等に関する条例の改正をお願いしようとするものでございますが、追

加議案、資料の１ページにあります、与謝野町職員の育児休業等に関する条例の一部改正の概要

のとおり、従来は認められていなかった育児休業と部分休業について、非常勤職員の種別により

認めていくこととしております。

具体的には、週３日以上勤務をする職員のうち、引き続き任用された期間が１年を超える職員

であって、養育する子が１歳を超えても引き続き在職することが見込まれる非常勤職員などとし

ております。

なお、ごらんの表の介護休暇につきましては、規則改正によることとなりますし、育児休業や

介護休暇を取得中の非常勤職員には、正規職員と同様に賃金の支給は行われませんが、雇用保険

から賃金の４割から５割程度の休業補償が受けられることになります。

以上、よろしくご審議いただき、ご承認いただきますようお願い申し上げます。

議 長（井田義之） 本案については、本日は提案理由の説明のみにとどめます。

次に、追加日程第２ 議案第４１号、与謝野町地域情報通信基盤整備センター設備工事請負契

約の変更についてを議題とします。

提案理由の説明を求めます。

太田町長。

町 長（太田貴美） 議案第４１号、与謝野町地域情報通信基盤整備センター設備工事請負契約の変更

について、ご説明申し上げます。

この議案は、第３０回平成２２年３月議会において議決され、締結いたしました。与謝野町地

域情報通信基盤整備センター設備工事請負契約の変更を提案させていただくものでございまして、

工事費は総額を当初の３億８，４５６万１，４５０円から３億７，０３０万３，５００円に変更

するもので、１，４２５万７，９５０円を減額させていただくものでございます。
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変更内容の詳細につきましては、担当課長に説明させますので、よろしくご審議いただき、ご

承認いただきますようお願い申し上げます。

議 長（井田義之） 吉田参事兼企画財政課長。

参事兼企画財政課長（吉田伸吾） 議案第４１号、与謝野町地域情報通信基盤整備センター設備工事請負

契約の変更につきまして、ご説明を申し上げます。

まず、変更内容につきましては、工事請負額３億８，４５６万１，４５０円を１，４２５万

７，９５０円減額いたしまして、３億７，０３０万３，５００円に変更するものでございます。

加悦地域の２，３４７世帯の加入申込者数のうち、２，１９０世帯につきましては、年度内に

完成する予定でございますが、残りの１５７世帯につきましては、年度をまたがる恐れがありま

す。これは、別事業の府営住宅の壁面に光ケーブル等を引き込むための配管工事の発注がおくれ

たことにより、府営住宅の加入者宅にＯＮＵ機器やＦＭ告知機器の設置工事ができないものや、

一般住宅のお客様で、入院等連絡調整に手間取っている方があることからでございまして、国庫

補助金を含まない単独事業として引き込み線工事部分を分離して、別の請負契約である株式会社

協和エクシオ関西支店と随意契約で結びたいと考えております。また、協和エクシオと別契約を

結びます工事の完成が年度をまたがる場合は、年度末に明許繰越処理を専決でお願いしたいと考

えておりますので、よろしくお願いをいたします。

それでは、議案資料の９ページをごらんください。

工事内容の変更につきましては、地域情報通信基盤整備推進交付金実施マニュアルにあるメニ

ュー区分に沿って区分しておりまして、本体メニュー費と附帯メニュー費に分けております。

４、工事内容の変更（１）本体メニュー費、①施設整備費、アのヘッドエンド装置につきまし

ては、光切りかえ減衰が仕様規定値より実施の減衰量が少なかったため、光増幅器を減少したも

のでございます。

また、イの光電変換装置につきましては、光スプリッタユニットを小スペース化対応として、

複合ユニットに変更し、引込ルートの変更による構成機器の数量減となっております。

次に、ウの線路設備につきましては、加入申込数の確定により、ＯＮＵ機器やＦＭ告知機器の

数量を増減し、別事業の岩滝、野田川地域の（その２）工事と実数を精査しております。

次に、（２）附帯メニュー費、①施設・設備費、イの電源供給施設につきましては、局舎用発

電機の設置位置を変更したことによる、配管配線工事の増加と、局舎用固定電源装置を前年度に

前倒しして整備したことによる減少としております。

その他、ウのスタジオ施設の蛍光ランプの数量減や、エのその他では、設置機器発熱量に伴う

空調整備の仕様変更を行っております。

最後に、④共通経費につきましては、全体事業費の減少などにより共通仮設費、現場監理費な

どが減少いたしております。

続きまして、５、契約事項の変更につきましてご説明いたします。

以上の変更に伴います工事請負額の変更前と後を（１）工事請負額に記載しております。

当初契約より１，４２５万７，９５０円減額の３億７，０３０万３，５００円に変更するもの

でございます。

工事費の財源内訳は、（２）財源内訳に記載いたしております。
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国からの地域情報通信基盤整備推進交付金が１億１４８万６，０００円から、

９０５万，０００円減額の９，２４３万６，０００円。地域活性化公共投資臨時交付金は２億

２，８４８万３，０００円から２５万９，０００円減額の２億２，８２２万４，０００円。

地方債の合併特例債は５，１９４万円から４９０万円減額の４，７００万円といたしておりま

す。また、最終的な一般財源の持ち出しは２６４万３，５００円となっております。なお、本契

約変更に伴います工期の変更はございません。

以上、簡単にご説明申し上げましたが、よろしくご審議いただきまして、ご承認を賜りますよ

う、お願いを申し上げます。

議 長（井田義之） 本案についても、本日は提案理由の説明のみにとどめます。

次に、追加日程第３ 議案第４２号、与謝野町地域情報通信基盤整備路線設備工事請負契約の

変更についてを議題とします。

提案理由の説明を求めます。

太田町長。

町 長（太田貴美） 議案第４２号、与謝野町地域情報通信基盤整備線路設備工事請負契約の変更につ

いて、ご説明申し上げます。

この議案は、第３０回平成２２年３月議会において議決され締結いたしました。与謝野町地域

情報通信基盤整備線路設備工事請負契約の変更を提案させていただくものでございまして、工事

費の総額を当初の２億１，０７２万３，４５０円から１億９，８０１万９，５００円に変更する

ことで、１，２７０万３，９５０円減額をさせていただくものでございます。

変更内容の詳細につきましては、担当課長に説明させますので、よろしくご審議いただき、ご

承認いただきますようお願い申し上げます。

議 長（井田義之） 吉田参事兼企画財政課長。

参事兼企画財政課長（吉田伸吾） 議案第４２号、与謝野町地域情報通信基盤整備線路設備工事請負契約

の変更につきまして、ご説明申し上げます。

まず、変更内容につきましては、工事請負額２億１，０７２万３，４５０円を１，２７０万

３，９５０円減額いたしまして、１億９，８０１万９，５００円に変更するものでございます。

議案第４１号でご説明させていただきましたが、加悦地域の２，３４７世帯の加入申込者数の

うち、２，１９０世帯につきましては、年度内に完成する予定でございますが、残りの１５７世

帯につきましては、年度をまたがる恐れがありますので、国庫補助金を含まない単独事業として

引込線工事部分を分離して、別の請負契約をパナソニックシステム・ソリューションズジャパン

株式会社関西社と随意契約で結びたいと考えております。また、パナソニックと別契約を結びま

す工事の完成が年度をまたがる場合は、年度末に明許繰越処理を専決でお願いしたいと考えてお

りますので、よろしくお願いをいたします。

それでは、議案資料の１１ページをごらんください。

工事内容の変更につきましては、地域情報通信基盤整備推進交付金実施マニュアルにあるメニ

ュー区分に沿って区分していまして、本体メニュー費と附帯メニュー費に分けております。

４、工事内容の変更（１）本体メニュー費、①施設・設備費、アの線路設備につきましては、

６万６，７８９メートルの光ファイバー延長を５，７４５メートル減少の６万１，０４４メート
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ルに変更しております。これは申請時に想定していました、引込ラインの実際の加入者との引き

込み要望が異なったことや、引込ラインとしての集約等を図り、ルート見直しにより幹線の延長

が減となったものでございます。

次に、（２）附帯メニュー費、①の附帯施設費、ア設置線アース工事につきましては、ルート

見直し等による幹線にかかるアース工事が増加いたしております。

最後に、②共通経費につきましては、全体事業費の減少などにより共通仮設費、現場監理費な

どが減少いたしております。

続きまして、５、契約事項の変更につきましてご説明いたします。

以上の変更に伴います工事請負額の変更前後を（１）工事請負費に記載しております。

当初契約より１，２７０万３，９５０円減額の１億９，８０１万９，５００円に変更するもの

でございます。

工事費の財源内訳は、（２）財源内訳に記載いたしております。国からの地域情報通信基盤整

備推進交付金が７，０２４万１，０００円から４６０万７，０００円減額の６．５６３万

４，０００円。

地域活性化公共投資臨時交付金は１億２，５１９万９，０００円から３１５万７，０００円減

額の１億２，２０４万２，０００円、地方債の合併特例債は１，４５６万円から４７６万円減額

の９８０万円といたしております。なお、最終的な一般財源の持ち出しは５４万３，５００円と

なっております。

なお、本契約変更に伴います工期の変更はございません。

以上、簡単にご説明申し上げましたが、よろしくご審議賜わりまして、ご承認をいただきます

ようお願いを申し上げます。

議 長（井田義之） 本案についても、本日は提案理由の説明のみにとどめます。

次に、追加日程第４ 議案第４３号、与謝野町地域情報通信基盤整備工事（その２）請負契約

の変更についてを議題とします。

提案理由の説明を求めます。

太田町長。

町 長（太田貴美） 議案第４３号、与謝野町地域情報通信基盤整備工事（その２）請負契約の変更に

ついて、ご説明申し上げます。

この議案は、第３５回平成２２年１２月議会において議決され締結いたしました与謝野町地域

情報通信基盤整備工事（その２）請負契約の変更を提案させていただくものでございまして、工

事費の総額を８，８３1万３，４００円から１億１，０６０万２，４００円に変更することで、

２，３２８万９，０００円を増額させていただくものでございます。

変更内容の詳細につきましては、担当課長に説明させますので、よろしくご審議いただき、ご

承認いただきますようお願い申し上げます。

議 長（井田義之） 吉田参事兼企画財政課長。

参事兼企画財政課長（吉田伸吾） 議案第４３号、与謝野町地域情報通信基盤整備工事（その２）請負契

約の変更につきまして、ご説明を申し上げます。

まず、この工事の請負契約につきましては、平成２１年度与謝野町地域情報通信基盤整備工事
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の加入申し込み締め切り以降、新たに加入申し込みがあった加入者に対して、有線テレビ事業の

サービスが提供できるよう、引込工事等を発注するため、当初、随意契約で工事の相手方を株式

会社協和エクシオ関西支店として、工事請負契約を締結しておりました。

加入申込者の増加に伴い、工事費の総額が与謝野町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得、

または処分に関する条例に基づき、議会の議決が必要となり、第３５回平成２２年１２月定例会

において、第１回変更工事請負契約を議決していただいたものですが、このたび第２回変更工事

請負契約の締結が必要となったため、提案させていただくものでございます。

工事請負総額については８，８３１万３，４００円を２，３２８万９，０００円増額いたしま

して、１億１，１６０万２，４００円に変更するものでございます。変更の主な理由につきまし

ては、１２月末から２月末までに加入申し込み等があった加入者に対して、引込工事等の追加発

注をするために、請負契約の変更を行うものでございます。具体的には、一般住宅の加入申込数

が第１回変更工事契約時の８８６世帯から６３世帯ふえ、９４９世帯に変更すること。

ＯＮＵ機器及びＦＭ告知機器の購入につきまして、別事業であります与謝野町地域情報通信基

盤整備センター設備工事にかかる加入状況と実数を精査したことにより、機器の購入数量が増加

したことによるものでございます。

それでは、議案資料の１３ページ、工事概要をごらんください。

４、工事内容の変更につきましては、区分項目ごとに数量の変更前、変更後として比較対象し

ております。

大きく分けて、町営府営住宅共用設備と引込設備とに分けておりまして、町営府営住宅共用設

備の変更はございません。岩滝、野田川地域の町営住宅４団地８棟９４戸と、府営住宅６団地

１５棟２６８戸への共用設備工事でございます。

また、引込設備につきましては、加入申込数の増加に伴う数量の増加に加えまして、先ほども

ご説明しましたが、ＯＮＵ機器及びＦＭ告知機器の購入数量の実数精査により増加したことによ

るものでございます。

続きまして、５、契約事項の変更につきまして、ご説明申し上げます。

以上の変更に伴います工事請負額の変更前後を（１）工事請負額に記載しております。

変更前より２，３２８万９，０００円増額の１億１，１６０万２，４００円に変更するもので

ございます。

工事費の財源内訳は、（２）財源内訳に記載しておりまして、合併特例債を２，２２０万円増

額の１億６００万円としております。

また、（３）の工期につきましては、平成２３年３月３１日までで、変更なしとしております

が、別事業の府営住宅の壁面に光ケーブル等を引き込むための配管工事の発注がおくれたことに

より、町営、府営住宅の加入者宅にＯＮＵ機器やＦＭ告知機器の設置工事が、年度をまたがる恐

れがありますので、工事完成が年度をまたがる場合は、年度末に明許繰越を専決でお願いしたい

と考えておりますので、よろしくお願いをいたします。

以上、簡単にご説明申し上げましたが、よろしくご審議をいただきまして、ご承認を賜ります

ようお願い申し上げます。

議 長（井田義之） 本案についても、本日は提案理由の説明のみにとどめます。
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以上で、本日の日程は全部終了しました。

これにて散会します。

次回は３月１４日、午前９時３０分から開議しますので、ご参集願います。

お疲れさまでした。

（散会 午後 ３時３８分）


